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くとともに、事業者間の競争条件を歪める可能性があります。

このため、電力・ガス取引監視等委員会は、B社に対し、

電力の適正な取引の確保を図るため、所要の改善措置を実施

するように指導を行いました。

③�小売市場重点モニタリング

電力・ガス取引監視等委員会は、一定の価格水準を下回る

小売契約について、競争者からの申告や公共入札の状況を踏

まえ、取引条件等を含む実態を重点的に把握する「小売市場

重点モニタリング」を2019年9月から開始し、その調査結果を

年2回程度の頻度で公表しています。

（ア）�背景

2017年から2018年頃、複数の新規参入事業者より、「一部

地域の旧一般電気事業者が、電気の購入先について、新規参

入事業者への切替（以下、本項において「スイッチング」とい

う。）をしようとしている顧客や、公共入札を行う顧客等の特

定の顧客に対してのみ、対価が非常に低い小売供給を提案し

ている1」という具体的な営業事例について、電力・ガス取引

監視等委員会に相談がありました。旧一般電気事業者による

このような行為は、一般的に、新規参入事業者の事業を困難

なものとし、新規参入事業者を市場から退出させる等、将来

の競争を減殺し、電気事業の健全な発達に支障を及ぼすおそ

れがあるため、第28回及び第32回制度設計専門会合（2018年3

月及び同年7月開催）において、対応方針が検討されました。

その結果、「電力の小売営業に関する指針」が改定され、スイッ

チング期間中の取戻し営業行為が、問題となる行為として位

置づけられました。また、スイッチング期間以外における差

1 �当該対価は、水力や原子力等の可変費が非常に安い電源を利用しつつ、固定費を限定的に上乗せすることで実現されていました。

別的な対価の提供に関する規制のあり方については、競争状

況を引き続きモニタリングし、必要に応じてさらなる検討を

行うこととされました。

その後、2019年4月に公開された電気の経過措置料金に関

する専門会合のとりまとめにおいて、電気の小売規制料金の

経過措置を解除するか否かを判断するに当たっての考慮要素

の1つとして、「競争環境の持続性」が挙げられ、卸市場にお

いて市場支配力を有する事業者が社内の小売部門に対して不

当な内部補助を行い、当該内部補助を受けた小売部門が廉売

等の行為を行うことによって、小売市場における競争を歪曲

し、結果として、小売市場における地位を維持又は強化する

おそれがあることが指摘されました。加えて、このような不

当な内部補助を防止するためには、社内外取引の無差別性を

実効性のある形で確保することが最も有力で現実的な手段で

あること、また、不当な内部補助が行われているかどうかを

確認するに当たっては、廉売等の行為による小売市場におけ

る競争の歪曲の有無を判断するため、具体的な小売価格につ

いてモニタリングを行い、これらの状況を適切に把握する必

要があることも指摘されました。

これらの指摘を踏まえ、第38回及び第40回制度設計専門会

合（2019年5月及び同年7月開催）において、小売市場重点モニ

タリングの実施方法等を検討し、その内容を踏まえ、2019年

9月から本取組を開始しました（第361-4-2）。

（イ）�調査結果

2022年7月から同年12月に供給を開始した小売供給契約分

について、調査の結果、問題となる事例（可変費を下回る価

格設定）は認められなかった旨を、第86回制度設計専門会合

【第361-4-2】小売市場重点モニタリングの概要

資料：経済産業省作成
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（2023年6月開催）において報告し、その調査結果を公表しま

した。

また、2023年1月から同年6月に供給を開始した小売供給契

約分について、調査の結果、問題となる事例（可変費を下回

る価格設定）は認められなかった旨を、第91回制度設計専門

会合（同年11月開催）において報告し、その調査結果を公表し

ました。さらに、同調査においては、モニタリング調査期間

中の公共入札案件の成立件数が、前年同時期に比べて大幅に

減少していることを確認したため、この理由について、モニ

タリング対象事業者へアンケート調査を実施しました。その

結果、供給力不足や、燃料価格・市場価格の高騰による調達

コストの増加等が要因として考えられること、また、今後は

公共入札への応札を再開・増加予定としている事業者が多い

状況であることを確認し、同専門会合において報告しました。

④�小売規制料金に係る審査・監査・事後監視

（ア）�規制料金の改定申請に対する審査

2016年4月に電力の小売全面自由化を実施した際、家庭用

等の低圧の小売料金については、経過措置として、みなし小

売電気事業者（旧一般電気事業者10社）に規制料金（経過措置

料金）を存続させることとされました。

みなし小売電気事業者が規制料金を値上げしようとすると

きは、原則、経済産業大臣の認可が必要であるところ、2022

年11月には、東北電力、北陸電力、中国電力、四国電力及び

沖縄電力の5社から、2023年1月には、北海道電力及び東京電

力エナジーパートナーの2社から、規制料金の値上げ認可申

請（以下、本項において「本申請」という。）が行われました。

その上で、経済産業大臣から電力・ガス取引監視等委員会に

対して、本申請に関する意見聴取があり、料金制度専門会合

（2022年12月〜2023年4月開催）において、合計16回にわたって

厳格かつ丁寧に審査を行い、2023年4月に本申請に関する査

定方針案をとりまとめ、経済産業大臣に対して意見回答を行

いました。

その後、経済産業省と消費者庁との協議を経て、2023年5

月16日に開催された「物価問題に関する関係閣僚会議」におい

て、本申請に関する査定方針が了承されました。これを踏ま

え、経済産業省は、みなし小売電気事業者7社に対して、本

申請に関する補正を指示し、各社から提出された補正書を受

理しました。その上で、経済産業大臣から電力・ガス取引監

視等委員会に対して、本補正に関する意見聴取があり、料金

制度専門会合（同年5月17日開催）において、査定方針どおり

に補正されていることを確認し、電力・ガス取引監視等委員

会は、経済産業大臣に対して、認可することに異存がない旨、

意見回答を行いました。この結果を踏まえ、同年5月19日に、

経済産業大臣により本申請の認可がなされました。

なお、前述の経済産業省と消費者庁との協議においては、

各事業者のコスト効率化のフォローアップを経済産業省が行

うことが本申請の認可に当たっての条件とされたところ、電

力・ガス取引監視等委員会では、2023年度から2025年度を集

中改善期間と位置づけて、規制料金の改定を行った各事業者

に対して、調達コストの効率化に向けたロードマップの策定

を求めており、その進捗状況等を確認していくこととしまし

た。具体的には、専門家や事業者へのヒアリングを実施し、

料金制度専門会合において報告・公表等を行っています。

また、2024年1月に、レベニューキャップ制度における一

般送配電事業者の「収入の見通し」の変更や、発電側課金の導

入に向けた発電側課金単価の設定及び需要側託送料金単価の

見直しに伴い、託送供給等約款の変更認可が行われ、これを

踏まえた需要側託送料金の変動や、発電側課金の導入に伴う

規制料金の料金原価の変動等に対応するため、同年2月5日及

び6日に、みなし小売電気事業者（10社）から経済産業大臣に

対して規制料金の変更届出（なお、北陸電力及び沖縄電力は、

届出内容の一部に変更又は修正が生じたことから、同年2月

13日に変更届出の取下げと再度の変更届出を行っており、以

下、同年2月13日時点でなされた変更届出をまとめて「本届出」

という。）が行われました。その上で、経済産業大臣から電力・

ガス取引監視等委員会に対して、本届出に関する意見聴取が

あり、料金制度専門会合（同年2月19日開催）において、本届

出の内容について確認を行い、電力・ガス取引監視等委員会

は、経済産業大臣に対して、本届出の内容について異存がな

い旨、意見回答を行いました。

（イ）�みなし小売電気事業者に対する監査

電力・ガス取引監視等委員会は、「電気事業法等の一部を

改正する法律（平成26年法律第72号）」附則第21条の規定に基

づき、みなし小売電気事業者（10社）に対して、2022年度監査

を実施しました。

監査の結果、電気事業法等の一部を改正する法律附則第25

条の6の規定に基づくみなし小売電気事業者に対する勧告及

び附則第25条の7の規定に基づく経済産業大臣への勧告を行

うべき事項は認められませんでしたが、1事業者に所要の指

導を行いました。

（ウ）�経過措置が講じられている電気の小売規制料金に係る原

価算定期間終了後の事後評価

「電気事業法等の一部を改正する法律（平成26年法律第72

号）」附則の経過措置が講じられている電気の小売規制料金に

ついては、原価算定期間の終了後に、毎年度事後評価を行い、

利益率が必要以上に高いものとなっていないか等を経済産業

省において確認し、その結果を公表することとなっています。

2024年2月に、電力・ガス取引監視等委員会は、経済産業

大臣からの意見聴取を受けて、料金制度専門会合において、

みなし小売電気事業者10社のうち、原価算定期間中の7社を

除いた3社（中部電力ミライズ、関西電力及び九州電力）につ

いて、「電気事業法等の一部を改正する法律附則に基づく経

済産業大臣の処分に係る審査基準等（20160325資第12号）」第2

（6）⑤に基づく評価及び確認を行い、その結果をとりまとめ

ました。

〈料金制度専門会合のとりまとめ内容（概要）〉

審査基準のステップ1（電気事業利益率による基準）では、
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個社の直近3か年度平均の利益率が、10社の過去10か年度

平均の利益率を上回る事業者は、中部電力ミライズ及び九

州電力の2社でした。

審査基準のステップ2（超過利潤累積額による基準/自由

化部門の収支による基準）では、2022年度末の超過利潤累

積額が一定水準額を下回ったものの、自由化部門の収支が

直近2年連続で赤字となった事業者は、九州電力の1社でし

た。

審査基準のステップ3（行政による評価）では、九州電力

の内部留保及び株主配当の推移を確認したところ、必要以

上の内部留保や株主配当は確認されませんでした。

上記を踏まえ、原価算定期間の終了後に料金改定を行っ

ていないみなし小売電気事業者3社について、審査基準に

基づく評価を実施した結果、変更認可申請命令発動の要否

の検討対象となる事業者はいませんでした。

今回、2022年度の事後評価の対象となったみなし小売電

気事業者3社について、現行料金に関する値下げ認可申請

の必要があるとは認められませんでした。

この結果を踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会は、経済

産業大臣に対し、値下げ認可申請の必要があると認められる

事業者はいなかった旨を回答しました。

⑤�小売電気事業者に関する今後の対応（電力の小売営業に関

する指針の改正等の建議）

電力・ガス取引監視等委員会は、小売電気事業者の撤退等

が増加している中、需要家の保護や社会的負担の抑制を図る

ため、2022年7月以降、制度設計専門会合において、小売電

気事業の事業開始時・事業開始後・事業撤退時の3段階につ

いて、事業運営の状況に関するセルフチェック及び定期報告

の仕組み（リスクチェック）や、事業撤退時における適切な周

知期間のあり方等を検討し、必要な対応をとりまとめました。

また、電力・ガス取引監視等委員会は、2023年6月に小売

電気事業者に対して業務改善勧告を行った事案を踏まえ、同

年7月の制度設計専門会合において、契約変更時における不

十分な情報提供を「電力の小売営業に関する指針」における

「問題となる行為」として明記することや、その具体例につい

て検討を行いました。

さらに、電力・ガス取引監視等委員会は、電源構成等や非

化石証書の使用状況について、「電力の小売営業に関する指

針」に沿った適切な表示が行われていない場合に、事業者に

対して問題点を指摘する等の対応を行っています。一方で、

「電力の小売営業に関する指針」における電源構成等や非化石

証書の使用状況に関する記載は、項目が多岐にわたっており、

特に注意を要する点について容易に理解できるものにはなっ

ていない可能性があると考えられるため、同年12月に行われ

た制度設計専門会合において、「電力の小売営業に関する指

針」を読みやすい構成・内容に改定することについて検討を

行いました。

これらを踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会は、2024年

2月に、下記の事項に係る所要の制度的措置を図るよう、経

済産業大臣に建議しました。

〈経済産業大臣に対する建議事項（概要）〉

●�電気関係報告規則に基づく定期報告に関する事項

「電気関係報告規則（昭和40年通商産業省令第54号）」につ

いて、小売電気事業者に対し、同規則第2条の表第7号に掲

げる電力取引報として「リスク管理体制の運用状況」及び

「資金の概況」に係る定期報告を求めるための改正を行うこ

と。

●�需要家に対する丁寧な情報提供に向けた対応に関する事

項

「電力の小売営業に関する指針」及び「ガスの小売営業に

関する指針」について、以下の対応を行うこと。

・�新規に小売供給契約を締結しようとするときのみなら

ず、既に締結されている小売供給契約を変更しようとす

るときにおいても、十分な説明を行わないことが、説明

義務に違反する「問題となる行為」であることを明記する

こと。

・�例えば、以下の場合は、小売供給契約を変更しようとす

るときの「問題となる行為」に該当する旨を明記するこ

と。

　◆�需要家に対して、電子メールや携帯電話のショート

メッセージサービス（SMS）等を送信する方法で契約変

更の内容を通知する際、当該電子メール等で、具体的

な変更内容に一切触れず、事業者のホームページ等へ

のリンクのみを掲載する場合。

　◆�需要家への電子メール等で、契約変更の内容を簡潔に

記載しつつ、事業者のホームページ等へのリンクを掲

載していたとしても、リンク先のホームページ等にお

いて、変更内容に係る具体的な記載や資料の掲載等が

ない場合。

●�電源構成等や非化石証書の使用状況の適切な開示の方法

に関する事項

「電力の小売営業に関する指針」1（3）「電源構成等や非化

石証書の使用状況の適切な開示の方法」について、下記の

事項を含む改正を行うこと。

・�電源構成等や非化石証書の使用状況に関する情報の表示

に係る全体像を示した整理表を追加すること。

・�「問題となる行為」と「望ましい行為」が混在している記載

について、それぞれを分離して記載すること。

・�電源構成等や非化石証書の使用状況に関する情報の表示

例を1つの項目に集約すること。

⑥�関西電力、中部電力ミライズ、中国電力、九州電力及び九

電みらいエナジーに対する業務改善命令

2023年3月30日に、公正取引委員会は、中部電力、中部電

力ミライズ、中国電力、九州電力及び九電みらいエナジー
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の計5社に対し、当該5社及び関西電力が「私的独占の禁止及

び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）」（以下

「独占禁止法」という。）第3条（不当な取引制限の禁止）の規定

に違反する行為を行っていたとして、独占禁止法の規定に基

づき、排除措置命令及び課徴金納付命令を行いました。

当該事案に関連して、電力・ガス取引監視等委員会は、同

年6月19日に、電気事業法第66条の13第1項の規定に基づき、

関西電力、中部電力ミライズ、中国電力、九州電力及び九電

みらいエナジーの計5社に対して業務改善命令を行うことを、

経済産業大臣に勧告しました。これを受け、同年7月14日に、

経済産業大臣は、当該5社に対して、電気事業法第2条の17第

1項の規定に基づき、他の旧一般電気事業者等との間で相互

のエリアにおける電気料金又は営業方針に関する情報交換を

行わないこと、再発防止のための改善計画を策定及び実施す

ること、事案の発生原因の公表や関係者の厳正な処分を行う

こと等を命じる、業務改善命令を発出しました。

同年7月28日及び同年8月10日には、業務改善命令の対象と

なった事業者から改善計画が提出されました。電力・ガス取

引監視等委員会は、同年8月以降の1年間を集中改善期間と位

置づけ、各事業者の取組状況についてフォローアップを行う

こととしました。具体的には、各事業者の社長との面談や、

改善計画の進捗状況のヒアリング等を実施しています。

（2）�電力等の卸取引の監視

①�スポット市場の監視

2020年12月から2021年1月にかけて発生したスポット市場の

価格高騰については、制度設計専門会合における分析・検討

の結果を踏まえた議論を行い、2021年4月28日に、「2020年度

冬期スポット市場価格の高騰について」を公表しました（2021

年6月14日改訂）。この検証結果を踏まえ、2021年6月29日以降、

電力スポット市場におけるコマごとのシステムプライス、エ

リアプライス、時間前市場におけるコマごとの平均価格のい

ずれかが30円以上となった場合には、旧一般電気事業者及び

JERAに対して、入札可能量を全量市場供出していることを

示すデータの提供を求めており、その確認結果については、

速やかに電力・ガス取引監視等委員会のホームページにおい

て公開しています。

また、電力・ガス取引監視等委員会では、卸電力取引所に

おける入札について、不公正な取引が行われていないかを

日々監視しています。このような日々の監視から、スポット

市場で複数件の誤入札があったことを確認しており、誤入札

に至った各事業者に対して事実関係の調査を実施した結果、

いずれの事業者にも市場相場を変動させる意図は確認され

ず、再発防止に努めるよう、口頭又は文書による指導等を実

施しました。特に、2023年9月には、関西電力が、本来意図

していた入札量とは異なる内容での入札を複数回行っていた

ことが判明したため、事実関係について調査したところ、一

定の試算に基づけばコマによってはスポット市場約定価格を

30円/kWh程度も上昇させており、関西電力の過失の大きさ

や市場への影響が重大であったこと等に鑑みて、再発防止に

向けて必要な措置を速やかに講じる計画を立案・実施した上

で報告するよう、業務改善勧告を実施しました。

②�ベースロード市場の監視

ベースロード市場は、日本卸電力取引所（JEPX）に開設さ

れた市場です。電力自由化により新規参入した小売電気事業

者が、一般電気事業者であった小売電気事業者と同様にベー

スロード電源を利用できる環境を実現することで、小売電気

事業者間のベースロード電源へのアクセス環境のイコール

フッティングを図り、小売競争を活性化させるため、2019年

度に創設されました。

2023年7月18日には「ベースロード市場ガイドライン」（以

下、本項において「ガイドライン」という。）が改定され、2023

年度のオークションから、受渡期間1年・固定価格取引商品

に加え、受渡期間1年・事後調整付取引商品や、受渡期間2年・

事後調整付取引商品の取扱いが開始されました。

ガイドラインでは、ベースロード市場の目的を踏まえ、各

区域における旧一般電気事業者等の「大規模発電事業者」は、

ベースロード電源の発電平均コストを基本とした価格を上限

（以下「供出上限価格」という。）として、資源エネルギー庁が

算定した量（以下「供出量」という。ただし、大規模発電事業

者のベースロード市場への参加が任意の開催回（第4回オーク

ション）についてはその限りではない。）をベースロード市場

に供出することが適当であるとしています。また、大規模発

電事業者の小売部門におけるベースロード電源に係る調達価

格が、供出価格を不当に下回っている場合には、ベースロー

ド市場の目的が達成されないおそれがあります。

こうした観点から、電力・ガス取引監視等委員会では、（1）

ベースロード市場の受渡年度の前年度において、適切な量及

び価格が供出されているかという観点から、2023年度に実施

されたベースロード市場のオークション（2024年度受渡分：8

月、10月、11月、1月の計4回）に関する取引内容について監視

を行い、その結果を下記のように公表しました。また、（2）ベー

スロード市場の受渡年度の翌年度において、発電コスト及び

発電量に関する想定と実績の乖離が合理的であったかという

観点から、2022年度に受渡が行われた2021年度のベースロー

ド市場について事後的な監視を行い、その結果を下記のよう

に公表しました。

〈ベースロード市場の監視結果（概要）〉

（1）-1　�受渡年度（2024年度）の前年度における供出量の監

視結果

2023年度の第1回〜第3回オークションにおいて、全ての

大規模発電事業者がガイドラインで定める電力量を満たし

ていることを確認しました。

（1）-2　�受渡年度（2024年度）の前年度における供出上限価

格の監視結果

2023年度の第1回〜第4回オークションにおいて、供出上

限価格の算定誤りが発覚した大規模発電事業者は計5社で

あり、約定結果に影響を及ぼした1社と複数回のオークショ
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ンで算定誤りが発覚した1社については業務改善指導を行

い、それ以外の3社については注意喚起を行いました。

また、燃料費の価格変動リスクの見積手法については、

2023年8月開催の第1回オークションにおいて大規模発電事

業者のうち2社に是正を求め、1社については同年10月開催

の第2回オークションにおいて、もう1社については同年11

月開催の第3回オークションにおいて、一定の改善がなさ

れていることを確認しました。その一方、同年11月開催の

第3回オークションにおいて、大規模発電事業者のうち1社

がガイドラインに定められた算定手法とは認められないこ

とが確認されたため、業務改善指導を行いました。

（2）�受渡年度（2022年度）の翌年度における監視結果

ガイドラインに基づき、大規模発電事業者に対して2021

年度オークション（2022年度受渡分）の実績発電コスト・実

績発電量に関する根拠の提出を求め、想定と実績との乖離

に係る合理性を確認した結果、監視の観点からは、合理性

が乏しいと判断される点は確認されませんでした。

（3）�容量市場の創設・運用・監視

①�容量市場の創設・運用

かつての総括原価方式の枠組みの下での電源投資は、規制

料金を通じて安定的に回収されていました。他方、総括原価

方式と規制料金による投資回収の枠組みがない中での電源投

資は、原則として、市場取引又は市場価格を指標とした相対

取引の中で投資回収される仕組みに移行していくと考えられ

ます。このため、FIT制度の対象となる再エネ電源を除けば、

大部分の電源に係る投資回収の予見性は、かつての総括原価

方式下の状況と比べ、低下すると考えられます。

また、FIT制度等を通じて再エネ電源が拡大することにな

れば、従来型電源の稼働率が低下するとともに、再エネ電源

が市場に投入される時間帯においては市場価格が低下するた

め、全電源にとって売電収入が低下すると考えられます。そ

の結果、電源の将来の収入見通しの不確実性が高まることに

なるため、事業者の適切なタイミングにおける電源投資意欲

がさらに減退する可能性があります。

今後、仮に電源投資が適切なタイミングで行われなかった

場合、電源の新設やリプレース等が十分に実施されない状態

の中で、既存の発電所が閉鎖されていくこととなります。そ

のような場合には、中長期的に供給力不足の問題が顕在化す

るとともに、電源の開発には一定のリードタイムを要するこ

とから、電力の需給ひっ迫期間中の電気料金の高止まりや、

再エネをさらに導入した際に需給調整手段として必要となる

調整電源を確保できない等の問題も生じることが考えられま

す。

こうした状況を踏まえると、単に卸電力市場（kWh価値の

取引市場）等に供給力の確保・調整機能を委ねるのではなく、

一定の投資回収の予見性を確保する施策である「容量メカニ

ズム」を追加で講じ、電源の新陳代謝が市場原理により適切

に行われることを通じて、より効率的に中長期的に必要な供

給力・調整力を確保できるようにすることが求められます。

2017年2月に公表された総合資源エネルギー調査会基本政

策分科会電力システム改革貫徹のための政策小委員会（以下

「貫徹小委」という。）の「中間とりまとめ」においては、こうし

た観点から検討を進めた結果、一定量の供給力を確保するこ

とができる「容量市場」は、①あらかじめ必要な供給力を確実

に確保することができること、②卸電力市場価格の安定化を

実現することで、電気事業者の安定した事業運営を可能とす

るとともに、電気料金の安定化により需要家にもメリットが

もたらされること、③再エネ拡大等に伴う売電収入の低下は

全電源に影響していること等を踏まえると、最も効率的に中

長期的に必要な供給力等を確保できる手段であるとされまし

た。

この貫徹小委の中間とりまとめを受け、総合資源エネル

ギー調査会電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員

会制度検討作業部会（以下「制度検討作業部会」という。）では、

容量市場の詳細制度設計について、ヒアリングや広域機関に

おける検討も踏まえつつ、検討を行いました。そして、2020

年7月に、2024年度における必要供給力を確保するための初

回メインオークションが実施されました。その約定結果の検

証を踏まえた上で、安定供給に必要な供給力を確実に確保し

つつ、適切な価格形成が行われ、2050年カーボンニュートラ

ル宣言にも整合的となるよう、制度を見直しました。その後

は毎年度、各年度の4年後に必要な供給力を確保するための

メインオークションが実施されており、各オークションの開

催後には、その検証結果も踏まえた制度の見直しを行ってい

ます。2023年10月には、2027年度における必要供給力を確保

するための第4回メインオークションが実施されました。ま

た、メインオークションによって確保している1年後の供給

力からさらに追加で供給力を調達する、あるいは、確保する

必要がなくなった供給力をリリースするための追加オーク

ションが、必要に応じて開催されることとなっています。な

お、2024年度を対象とした追加オークションは開催されてい

ません（第361-4-3）。

一方で、メインオークションにおける落札電源の大部分が

既設電源となっており、メインオークションは4年後の「1年

間」の供給力を評価する市場であるため、メインオークショ

ン単独では、電源投資を行う者に対して、長期的な収入の予

見可能性を付与することは困難と考えられます。

こうした状況から、電源への新規投資を促進するべく、メ

インオークションとは別に、新規投資を対象とした入札を行

【第361-4-3】容量市場（メインオークション・追加オークショ
ン）の収入

資料：経済産業省作成
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い、さらに、容量収入を得られる期間を「1年間」ではなく「複

数年間」とする方法により、巨額の初期投資に対して長期的

な収入の予見可能性を付与する新たな入札制度が、2023年度

から容量市場の一部として創設されることとなりました。ま

た、2020年10月に2050年カーボンニュートラル実現を目指す

ことを宣言したことや、それを受けて2021年10月に閣議決定

された「第6次エネルギー基本計画」を踏まえ、新たな入札制

度の対象となる新規投資については脱炭素電源への新規投資

とし、制度名称については「長期脱炭素電源オークション」と

しました。なお、火力発電所の休廃止の増加を背景として発

生した2022年3月の東日本における電力需給ひっ迫を踏まえ、

短期的な電力需給ひっ迫を防止する目的で、比較的短い期

間での建設が可能なLNG火力の新設・リプレース案件を、一

定期間内に限り、追加的に新規投資の対象としています（第

361-4-4）。

この長期脱炭素電源オークションの初回入札は2024年1月

に行われ、脱炭素電源として400万kW、LNG火力として2023

年度〜2025年度の3年間で600万kWの募集が行われています。

②�容量市場の監視

容量市場は、発電事業者の投資回収の予見性を高め、中長

期的に必要となる供給力や、再エネの主力電源化を実現する

ために必要な調整力を確保することを目的として創設された

市場です。容量市場のオークションにおいて、市場支配力を

有する事業者が、正当な理由なく、稼働が決定している電源

を応札しない又は期待容量（設備容量のうち、実需給年度に

おいて供給力として期待できる設備容量）を下回る容量で応

札すること（以下「売り惜しみ」という。）や、電源を維持する

ために容量市場から回収が必要な金額を不当に上回る価格で

応札すること（以下「価格つり上げ」という。）によって、本来

形成される約定価格よりも高い約定価格が形成される場合に

は、小売電気事業者が支払うべき容量拠出金の額が増加し、

ひいては電気の使用者の利益を阻害するおそれがあります。

こうした観点から、電力・ガス取引監視等委員会には、「容

量市場における入札ガイドライン」（以下、本項において「ガ

イドライン」という。）に基づき、市場支配力を有する事業者

による売り惜しみや価格つり上げの監視が期待されていま

す。2020年7月の初回メインオークションにおける約定価格

の高騰を踏まえ、監視をより一層厳格にするべく、2021年度

メインオークション以降は、応札の受付期間終了後に行う事

後監視に加え、応札の受付期間開始前にも事前監視を行うこ

ととされました。2023年度メインオークションでは、下記の

とおり、問題となる売り惜しみ又は価格つり上げがなかった

かどうかの観点から、事前監視及び事後監視を行いました。

●�売り惜しみ：ガイドラインに基づき、売り惜しみの可能

性があると判断された電源について、理由の説明を求め

るとともにその裏付けとなる根拠資料の提出を求め、そ

の合理性を確認しました。

●�価格つり上げ：ガイドラインに基づき、監視対象となっ

た電源について、ガイドラインに沿った適切な価格で応

札されているかを確認すべく、応札価格を構成する人件

費や修繕費等の算定方法及び算定根拠の説明を求め、事

実関係を確認しました。

その結果、一部の事業者において、本来形成される約定価

格よりも高い約定価格が形成されるおそれのある算定誤りを

確認したことから、当該算定誤りを是正した価格で応札する

よう求めました。また、2022年度メインオークションにおい

ても同様の算定誤りが確認されたことから、当該事業者に対

し、再発防止策の確実な実施等の措置を講じるよう指導しま

した。

（4）�非化石価値取引市場の創設・運用・監視

①�非化石価値取引市場の創設・運用

高度化法により、小売電気事業者には、自らが調達する電

気の非化石電源比率を2030年度に44％以上とすることが求め

られています。

しかし、卸電力取引所では、非化石電源と化石電源の区別

がされないため、非化石電源の持つ価値が埋没しており、非

化石電源比率を高める手段として活用ができません。その結

果、取引所取引の割合が比較的高い新規参入者にとっては、

非化石電源を調達する手段が限定される状況となっており、

高度化法における目標の達成が困難な面があります。

このような状況を踏まえ、新たな市場である「非化石価値

取引市場」を創設することによって、非化石価値を顕在化し、

取引を可能とすることで小売電気事業者の非化石電源の調達

目標の達成を後押しするとともに、需要家にとっての選択肢

の拡大にもつなげることとしました。また、FIT電気に由来

する非化石証書（以下「FIT非化石証書」という。）の売上につい

ては、FIT賦課金の低減に充てることとし、これにより、FIT

制度による国民負担の軽減も促すこととしました。

FIT非化石証書の取引については、2018年5月に初回オーク

ションを開始し、また、FIT電気以外の再エネ等の電気に由

来する非化石証書（以下「非FIT非化石証書」という。）の取引に

ついても、2020年11月に初回オークションを開始しました。

その後は、四半期に一度の頻度でオークションを実施してい

ます。これにより、非化石価値を有する電気については、全

量が証書化されることとなりました。

なお、非化石価値取引市場の創設に当たっては、上記の制

度趣旨を踏まえ、非化石価値を顕在化し、その非化石価値に

適切な評価を与えることができるようにするため、下記のと

【第361-4-4】長期脱炭素電源オークションの概要

資料：経済産業省作成



第６章　市場の垣根を外していく供給構造改革等の推進

第３部　2023（令和 5）年度においてエネルギー需給に関して講じた施策の状況

第
6
章

232 233

おり、非化石証書の有する環境価値と需要家にとっての選択

肢拡大という非化石証書の主な役割について、基本的な考え

方を整理しました（第361-4-5）。

②�非化石証書の有する環境価値

電気の持つ環境価値にはいくつかの概念が考えられます

が、非化石価値（高度化法における非化石電源比率の算定時

に非化石電源として計上できる価値）以外に、ゼロエミ価値

（CO2排出係数が0kg-CO2/kWhであることの価値）や、環境表

示価値（小売電気事業者が需要家に対してその付加価値を表

示・主張できる権利）が主なものとして挙げられます。

非化石証書の購入者は、販売する電気に非化石証書を使用

することで、こうした価値を需要家に訴求することができま

す。「電力の小売営業に関する指針」において、電源構成の表

示に関しては、実際に受電した電源の構成を表示するとの整

理がなされており、非化石証書を使用したとしても電源構成

は変わらない点に留意が必要ですが、この指針において、再

エネ由来の証書に関しては、電源種に応じて「再エネ100％」

又は「実質再エネ100％」といった環境価値を表示することは

許容することとしています。

③�需要家の選択肢の拡大

非化石証書を購入した小売電気事業者は、電気とともに環

境価値を需要家に販売することが可能となります。非化石証

書には、再エネの電気に由来する再エネ指定の非化石証書と、

再エネ以外の非化石電源の電気に由来する指定無し証書の2

種類が存在します。例えば、再エネの推進に貢献したいと考

える需要家は、数ある料金メニューから、再エネ指定の非化

石証書を活用した環境価値付きの料金メニューを選択するこ

とで、実際に再エネの推進に貢献することが可能となります。

2 �（イ）及び（ウ）については、乖離の有無にかかわらず、内部補助の観点から、原則として社内取引価格の考え方を聴取しています。

また、2021年には、「RE100」等の再エネ電気への需要家ニー

ズの高まりに対応するため、需要家による直接購入を可能と

し、価格を大幅に引き下げることで、グローバルに通用する

形でFIT証書を取引できる「再エネ価値取引市場」を創設しま

した。

なお、2019年2月のオークションからは、非化石証書に発

電所情報等を付与（トラッキング）した証書を調達できるよう

にするための実証実験を開始し、2022年8月のオークション

からは、日本卸電力取引所（JEPX）において、証書に対する

当該トラッキングの本格的な運用を開始しています。

④�非化石価値取引市場の監視

非化石価値取引市場は、再エネ価値に対する需要家ニーズ

の増大を踏まえ、2021年度より「再エネ価値取引市場」と「高

度化法義務達成市場」に分離されることとなりました。この

分離に当たって行われた非化石価値取引市場の制度見直しに

伴い、小売電気事業者が高度化法上の目標を達成するために

購入できる証書は、高度化法義務達成市場で扱われる「非FIT

非化石証書」に限定されることとなりました。非FIT非化石証

書の由来となる電源の多くが原子力や大型水力であり、売り

手の大宗を旧一般電気事業者が占めることから、旧一般電気

事業者の入札行動が非FIT非化石証書の価格形成に強い影響

を及ぼすといった懸念が、制度検討作業部会で指摘されまし

た。

こうした背景を踏まえ、非FIT非化石証書の取引における

公平性や価格形成における透明性の確保を図る観点から、制

度検討作業部会の「第五次中間とりまとめ」（2021年8月）に基

づき、電力・ガス取引監視等委員会が、旧一般電気事業者及

び電源開発を対象に、非FIT非化石証書の取引について監視

を行うこととなりました。具体的には、非化石価値取引市場

（高度化法義務達成市場）の各回オークション（8月、11月、2月、

5月の計4回）ごとに、売り惜しみ及び価格つり上げの観点か

ら、問題となる行為がないかについて監視を行っています。

また、第4回オークション（5月）の取引終了後には、下記の3

つの価格水準を相対的に比較し、乖離が認められる場合には、

不当な価格設定の観点から、合理的説明を求めることとして

います2。

（ア）�各回の入札価格と相対契約（外部取引分）の価格水準

（イ）�各回の入札価格と相対契約（内部取引分）の価格水準

（ウ）�相対取引間（外部取引分及び内部取引分）の価格水準

なお、2023年度に実施した監視（2022年度第3回オークショ

ンから2023年度第2回オークションまで）では、問題となる事

例は認められませんでした。

（5）�発電・小売間の不当な内部補助の防止策

電気の経過措置料金に関する専門会合のとりまとめ（2019

年4月）では、電気の小売規制料金の経過措置を解除するか否

かを判断するに当たっての考慮要素の1つとして、「競争環境

の持続性」が挙げられ、卸市場において市場支配力を有する

【第361-4-5】市場創設効果（イメージ）

資料：経済産業省作成
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事業者が、社内の小売部門に対して不当な内部補助を行い、

内部補助を受けた小売部門が廉売等の行為を行うことによっ

て、小売市場における競争を歪曲し、結果として、小売市場

における地位を維持又は強化するおそれについて指摘があり

ました。また、制度検討作業部会の「第二次中間とりまとめ」

（同年7月）に係る議論では、非FIT非化石価値取引市場に関し

て、旧一般電気事業者が、非化石証書の収入分について発電

部門から小売部門に不当に内部補助を行うことによって、小

売市場における競争を歪曲する懸念について指摘がありまし

た。さらに、容量市場の導入に当たっては、容量拠出金によ

り収入を得る事業者（旧一般電気事業者以外も含まれうる）の

発電部門から小売部門への内部補助について、同様の懸念が

想定されました。

このように、旧一般電気事業者が、社外・グループ外の小

売電気事業者と比較して、自社の小売部門にのみ有利な条件

で電力の卸売を行うこと（不当な内部補助）等により、旧一般

電気事業者の小売部門による不当な廉売行為等、小売市場に

おける適正な競争を歪曲する行為が生じることへの懸念があ

ることから、2020年7月に、電力・ガス取引監視等委員会は、

旧一般電気事業者各社に対して、社内外の取引条件を合理的

に判断し、内外無差別に卸売を行うこと等へのコミットメン

トを要請し、各社からはコミットメントを行う旨の回答を受

領しました。

コミットメントに対する各社の取組状況を確認するため、

社内外・グループ内外の取引単価や個別の条件に関するデー

タの提出及び説明を受ける形式で、第62回制度設計専門会合

（2021年6月開催）、第67回制度設計専門会合（同年11月開催）、

第75回制度設計専門会合（2022年7月開催）、第79回制度設計専

門会合（同年11月開催）において、フォローアップの結果を報

告しました。また、第83回制度設計専門会合（2023年3月開催）

において整理した評価方針に基づき、第86回制度設計専門会

合（同年6月開催）では、旧一般電気事業者各社の2023年度の

通年の相対契約の内外無差別性について確認を行い、その結

果、北海道電力及び沖縄電力については、現時点で内外無差

別な卸売を行っていると評価されました。

加えて、第63回総合資源エネルギー調査会電力・ガス事

業分科会電力・ガス基本政策小委員会（2023年6月開催）では、

長期の卸取引の促進についての議論が行われ、長期卸の販売

と条件解除の進め方（段階的拡大）の絵姿が示されたことを受

けて、第89回制度設計専門会合（同年9月開催）では、長期卸

の内外無差別性の評価方針について審議が行われました。ま

た、この専門会合においては、容量市場に係る収入・支出及

び託送料金の発電側課金に関して、不当な内部補助の防止と

いう観点から必要となる対応についても、審議が行われまし

た。まず、容量市場に係る収入については、旧一般電気事業

者各社の控除の考え方が社内外の取引において無差別である

ことを確認する必要があると整理されました。次に、容量拠

出金については、旧一般電気事業者各社の小売部門が、当該

費用も適切に認識した上で小売取引の条件や価格を設定して

いるかを確認する必要があると整理されました。最後に、発

電側課金については、そのコストが卸価格に含まれ、小売部

門にとっては電力調達単価の要素の一部となるため、卸取引

の無差別性と小売価格について従来どおりのフォローアップ

を行う必要があると整理されました。

また、第91回制度設計専門会合（同年11月開催）では、旧一

般電気事業者各社における2024年度以降の単年・長期の卸取

引の取組状況に関して、中間的な報告を行い、多くの事業者

が長期の卸標準メニューを設定し、内外無差別なスケジュー

ルで販売を実施する予定である点について、大きな前進であ

ると評価されました。また、この専門会合では、同年10月に

開催された制度検討作業部会において、電力・ガス取引監視

等委員会事務局より、非化石証書の内部取引価格の設定を求

める方向性を示したことを踏まえて、今後のフォローアップ

のあり方についての審議が行われ、今後は非化石証書の内部

取引分も小売価格に反映すべきコストとして認識することを

求め、確認を行っていく必要があると整理されました。

さらに、第93回制度設計専門会合（2024年1月開催）では、

内外無差別な卸売におけるオフサイトPPAの考え方について

審議が行われました。

今後は、2024年度以降の単年・長期の相対契約の内外無差

別性について、それぞれ単年・長期の評価方針を基に、容量

市場に係る収入・支出や非化石証書の内部取引分も含めて確

認・評価を行い、2024年度上期の制度設計専門会合において、

審議が行われる予定です。また、引き続き、コミットメント

に対する旧一般電気事業者各社の取組状況について、定期的

なフォローアップを行い、必要な対応を検討していきます。

（6）�電力先物市場の活性化

電力先物市場について、東京商品取引所（以下「TOCOM」と

いう。）が、2019年8月に電力先物の試験上場（3年間の時限的

な上場）の認可を取得し、同年9月から取引を開始しました。

2020年12月から2021年1月にかけて、寒波に伴う電力需要の増

加等の複数の要因により、電力スポット市場価格が高騰した

ことを受けて、価格変動リスクヘッジ手段としての電力先物

の必要性が再認識されました。2021年10月に閣議決定された

「第6次エネルギー基本計画」でも、事業者のリスク管理の手

法の1つとして、先物市場の活用が盛り込まれています。こ

のような流れを受け、TOCOMは2022年4月に電力先物を本上

場しました。TOCOMや、ドイツ取引所傘下の欧州エネルギー

取引所（EEX）、第二種特定商品市場類似施設における取引、

相対での店頭商品デリバティブ取引等を含め、電力先物市場

は活性化しつつあります（第361-4-6、第361-4-7）。

また、2023年11月には、「電力先物の活性化に向けた検討会」

を設置しました。取引開始から4年が経過し、取引に係る知

見が蓄積されつつある電力先物について、発電事業者や小売

電気事業者に加えて、市場運営者や金融機関、有識者も交え、

現物の商流を踏まえる重要性や電力先物に求められる役割、

現在の電力先物市場が抱える課題、今後の制度設計の方向性

等に関して議論を行い、2024年4月にとりまとめを行いまし

た。
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5．�送配電分野に関する取組

（1）�送配電事業の監視

①�一般送配電事業者等に対する監査

電力・ガス取引監視等委員会は、電気事業法第105条の規

定に基づき、一般送配電事業者及び送電事業者（以下「一般送

配電事業者等」という。）13社（ライセンス数）に対して、2022

年度監査を実施しました。

主な重点監査項目として、一般送配電事業者においては、

送配電業務に関連し、小売電気事業者や発電事業者との間に

おける託送料金に係る誤算定や工事費負担金の長期未精算等

の事案が毎年発生しており、原因究明や再発防止策等を各社

が実施しているところです。2021年度にも、託送料金に係る

誤算定や工事費負担金の長期未精算等の事案が発生している

ことから、2022年度監査においても、引き続き再発防止の観

点から、再発防止策の実施状況等の「約款の運用等」を重点的

に確認しました。また、2020年12月28日に電気事業託送供給

等収支計算規則等が改正され、不適切な発注・契約による支

出増については、託送料金に係る超過利潤の計算において、

費用として扱ってはならないことが明確にされました。この

省令改正を受けて、2022年度監査では、「託送供給等収支」の

監査において、超過利潤計算書上、超過契約額（委任又は請

負の契約に係る手続について正当な理由なく透明性又は公平

性が確保されていない場合であって、当該契約について合理

的な金額を超えて支出した場合におけるその超えた部分の額

をいう。）の有無及び調査方法を重点的に確認しました。さら

に、一般送配電事業者の情報漏えい事案を受けて、2022年度

の「体制整備等」の監査において、情報管理についての監査を

強化しました。

監査の結果、電気事業法第66条の12の規定に基づく一般送

配電事業者等に対する勧告及び電気事業法第66条の13の規定

に基づく経済産業大臣への勧告を行うべき事項は認められま

せんでしたが、7事業者に所要の指導を行いました。

○指摘事項の内訳

指摘事項 件数
①約款の運用等に関する監査 2
②財務諸表に関する監査 2
③託送供給等収支に関する監査 3
④託送供給に伴う禁止行為に関する監査 -
⑤体制整備等に関する監査 4

合　　　計 11

②�送配電事業者の業務実施状況の監視

電力・ガス取引監視等委員会は、必要に応じ、電気事業法

に基づく報告徴収を行い、送配電事業者の業務実施状況を把

握・分析するとともに、問題となる行為等が見られた場合に

は、その是正や再発防止を図るよう指導しています。

一般送配電事業者は、電気事業法第22条の3に規定する特

定関係事業者以外の電気事業者と契約する需要者や発電者等

に関する情報（以下「非公開情報」という。）を、その特定関係

事業者が閲覧することができないよう体制を整備する義務を

負っていますが、2022年12月以降に電力・ガス取引監視等委

員会が行った調査により、一般送配電事業者7社においては、

特定関係事業者であるみなし小売電気事業者（以下「関係小売

電気事業者」という。）の従業員が非公開情報を閲覧可能な状

態となっており、実際に閲覧や業務利用がなされていたこと

が判明しました。これを受けて、電力・ガス取引監視等委員

会は、当該7社及びその関係小売電気事業者に対し、処分等

を実施しました（詳細は次項に記載）。

また、2023年4月1日〜2024年3月31日までの期間においては、

一般送配電事業者における託送料金の近接性評価割引の誤算

定やデータの誤り等によるインバランス料金の誤精算の事案

が発生し、これらについての再発防止策を着実に実施するよ

う指導を行いました。

③�一般送配電事業者による非公開情報の漏えい事案

電力・ガス取引監視等委員会は、2022年12月以降、一般送

配電事業者各社における非公開情報の情報管理状況等につい

ての調査を行い、その結果、関西電力送配電、東北電力ネッ

トワーク、九州電力送配電、四国電力送配電、中部電力パワー
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 取引開始した2019年以降、電⼒先物の取引⾼は⾶躍的に増加。
 電⼒先物は、価格変動リスクのヘッジや、電⼒取引の価格指標として、有⼒なものとなりつつある。

※ ⽇本卸電⼒取引所（JEPX）スポット市場約定量並びにTOCOM（東京商品取引所）及びEEX（欧州エネルギー取引所）の取引⾼より経済産業省作成。
※ EEXの取引⾼については、⽇本電⼒先物のOTC取引に係るクリアリングサービスを開始した2020年5⽉以降のデータを使⽤。

（百万kWh）
電⼒先物の取引⾼の推移

【第361-4-7】電力先物の取引高の推移

資料：�日本卸電力取引所（JEPX）スポット市場約定量並びに東京商品
取引所（TOCOM）及び欧州エネルギー取引所（EEX）の取引高を
基に経済産業省作成

電⼒を取り巻く
環境変化

電気事業者のリスク管理に資する電⼒先物市場
 自然変動電源である再エネ拡大や世界的なLNG需給のタイト化等を背景に卸電⼒市場価格が急激に変動する事象が発

生するなど価格変動リスクが増大している。電⼒先物はリスクヘッジに資する有⼒なツールの⼀つであり、価格ヘッジや価
格発⾒機能、取引相手の信用リスク遮断といった電気事業者からのニーズが顕在化している。

• 卸電⼒市場の活性化
• 再生可能エネルギーの拡大
• 世界的なLNG需給のタイト化 等

価格発⾒機能
• 国内需給を反映した円建て決済で

の価格指標
 先物市場には、国内/海外、当業

者/非当業者等、多様な目線が
入る。

 先物価格は相対取引等にて参照
される。

電⼒市場の価格ヘッジ機能
• 卸電⼒取引市場の価格変動リスク

の固定化
• 燃料価格と売電価格の差

（スパークスプレッド）の固定化
• 特に中⻑期(実需給の約1年前)〜

短期にかけてのヘッジニーズが中心

電⼒/燃料の価格変動リスク
（市場リスク）
発電事業者にとっては燃料や売電の価
格変動が、小売電気事業者にとっては買
電の価格変動が、それぞれリスクとなる。

需給変動リスク
需要/供給量について、計画段階に⽐べ、
実需給断面で増減する等リスクがある。

電気事業者の信用リスク
（カウンターパーティーリスク/クレジットリスク）
自由化により信⽤⼒の異なる事業者が
市場参入した。電気事業者にとっては、
取引先の財務状況の悪化が損失を被る
リスクとなる。

純資産
C 億円

市場リスク

リスク
キャピタル

その他リスク
（オペレーショナルリスク等）カウンターパーティーリスク

• リスク対応方針を社内規程等で定め、ガバナンスを効かせた
うえでリスク管理を実施。

• 抱えているリスク量がリスク許容量に収まっているか確認。

リスク

リスク
マネジメント

電⼒先物の
ニーズの
顕在化

※ 下記に掲げたリスク分類やリスクマネジ
メントの⼿法はあくまで⼀例。

取引相手の信用リスクの遮断
（カウンターパーティーリスク/クレジットリスク）
• 清算機関を通じた清算を⾏うため、

取引相⼿の与信リスクを遮断できる。
 清算機関が売方・買方の双方から

債権/債務を引き受けることで、個々
の取引当事者は取引相⼿の信⽤
リスクを意識することなく取引が可能。

電気事業者の
経営環境の不確実性増大

【第361-4-6】電気事業者のリスク管理に資する電力先物市場

資料：経済産業省作成
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グリッド、中国電力ネットワーク、沖縄電力の計7社において、

関係小売電気事業者の従業員が非公開情報を閲覧可能な状態

となっており、実際に閲覧や業務利用がなされていたことが

判明しました。

電力・ガス取引監視等委員会は、2022年12月23日に、関西

電力送配電から新電力顧客情報の漏えいの事実について報告

を受けてから、全ての一般送配電事業者及び関係小売電気事

業者に対して、同様の事案についての調査依頼を行うととも

に、各社からの報告内容に応じて、電気事業法第114条第1項

の規定により委任された電気事業法第106条第3項の規定の権

限に基づく報告徴収や、電気事業法第114条第1項の規定によ

り委任された電気事業法第107条第2項の規定の権限に基づく

立入検査を実施しました。また、2023年2月3日には、一般の

方からの情報提供を受け付ける情報提供受付フォームを設置

し、加えて、経済産業局における関係者の事情聴取や、広域

機関への「スイッチング支援システム」のアクセスログの提供

依頼等を行い、電力・ガス取引監視等委員会として必要な対

応を行うため、事案の解明作業を行いました。また、資源エ

ネルギー庁においても、同年2月10日に、一般送配電事業者

の中立性や信頼性の確保及び事業の健全性の確保の観点か

ら、全ての一般送配電事業者に対して、法令等遵守体制や適

正な競争環境の確保の観点からの取組の一層の強化等を求め

る緊急指示を行いました。

電力・ガス取引監視等委員会による事案の解明作業の結果、

関係小売電気事業者において非公開情報が閲覧可能となって

いた経緯としては、①一般送配電事業者と関係小売電気事業

者が共用するシステムにおいて、マスキングないしアクセス

制御の不備があったもの、②災害等の非常時対応業務委託に

基づき設置していた端末やアクセス権限を付与したシステム

が、平常時においても利用可能となっていたもの、③一般送

配電事業者と関係小売電気事業者の双方から業務を受託して

いる業務委託先を通じて、関係小売電気事業者に対して情報

が提供されていたもの、④情報端末の管理の不備により、関

係小売電気事業者の従業員が使用可能な場所に一般送配電事

業者が利用する情報端末が置かれていたもの、⑤一般送配電

事業者が管理するシステムを利用するためのID・パスワード

が関係小売電気事業者の従業員に知れたもの等がありまし

た。また、一部の関係小売電気事業者においては、このよう

にして知りえた非公開情報を、積極的な営業行為又は顧客か

らの申込や申出への対応に利用していました。電力・ガス取

引監視等委員会は、こうした事案により、電気事業者間の公

平な競争に影響を及ぼしうる又は電気事業者間の業務におい

て不公平な状況が創出されているものと認めました。

（ア）�事案を踏まえた一般送配電事業者及び関係小売電気事業

者への対応

電力・ガス取引監視等委員会は、こうした事案の内容や経

緯、法令違反の態様等を考慮し、2023年3月31日に、電気事

業法第66条の13第1項の規定に基づき、関西電力送配電、関

西電力、九州電力送配電、九州電力及び中国電力ネットワー

クの計5社に対して業務改善命令を行うことを、経済産業大

臣に勧告しました。これを受けて、同年4月17日には、経済

産業大臣から、当該5社に対し、電気事業法第2条の17第1項

又は電気事業法第27条第1項の規定に基づき、①託送情報に

係る情報システムの共用状態の速やかな解消、②行為規制遵

守に係る内部統制の抜本的強化、③事案の発生原因の調査・

公表や関係者の厳正な処分の実施等を命じる、業務改善命令

を発出しました。また、同日に、電力・ガス取引監視等委員

会は、東北電力ネットワーク、東北電力、中部電力パワーグ

リッド、中部電力ミライズ、中国電力及び四国電力の計6社

に対し、業務改善命令の対象となった5社と同様の取組を行

うよう、電気事業法第66条の12第1項の規定に基づく業務改

善勧告を行うとともに、四国電力送配電及び沖縄電力の計2

社に対し、上記①②の取組を行うよう、業務改善指導を行い

ました。今般、電気事業法上の不適切な行為が見られなかっ

た北海道電力ネットワーク、北海道電力、東京電力パワーグ

リッド、東京電力エナジーパートナー、北陸電力送配電及び

北陸電力の計6社についても、今回の事案が一般送配電事業

者の中立性・公正性に疑念を生じさせる重大な事案であるこ

とを踏まえ、同種の事案の発生を防止するためには、不適切

事象を発生させた事業者に求められる措置に準じた措置を講

じることが重要であると考えられることから、上記①②の取

組を行うよう、要請を行いました。

同年5月12日には、業務改善命令、業務改善勧告及び業務

改善指導の対象となった事業者（以下「処分等対象事業者」と

いう。）より「業務改善計画」が提出されました。電力・ガス取

引監視等委員会は、その実施状況、計画の取組の十分性及び

実効性が担保されているかを確認するため、業務改善計画の

提出日から1年間を集中改善期間と位置づけ、電力・ガス取

引監視等委員会において、モニタリングを実施することとし

ました。具体的には、各処分等対象事業者の社長との面談、

本店・支店・営業所における対策の進捗状況の実地確認や従

業員へのヒアリング、内部統制体制の構築やシステムの物

理分割に向けた取組状況のヒアリング等を既に実施していま

す。

また、同年4月17日時点では、電気事業法上の不適切な行

為が見られなかった北陸電力送配電においても、前述の要請

を受けて業務の総点検に取り組む中で、非公開情報が北陸電

力において閲覧可能となっていたことが判明しました（ただ

し、北陸電力の従業員による不適切な情報閲覧は認められて

いません。）。これを受け、電力・ガス取引監視等委員会は、

同年12月19日に、北陸電力送配電に対して、再発防止を徹底

するとともに、先般の要請に対する取組に係る不十分な事項

を整理した上で、早期に実施し、当該整理及び実施状況に係

る電力・ガス取引監視等委員会のモニタリングに対応するよ

う、業務改善指導を行いました。

引き続き、各処分等対象事業者の取組状況については、今

後のモニタリングを通じて確認を行っていきます。

（イ）�事案を踏まえた再発防止のための制度的措置

電力・ガス取引監視等委員会は、2023年6月29日に、一連

の事案への再発防止策としての制度的措置として、①一般送
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配電事業者が、非公開情報の管理の用に供する情報システム

の共用状態を速やかに解消する義務を負うこと、②一般送配

電事業者が内部統制体制において管理部門を設置し、管理部

門により現業部署の業務の法令適合性を担保するための必要

な措置を実施する義務を負うこと、③関係小売電気事業者が

非公開情報をその業務において利用することを禁じることを

省令に規定すべき旨、経済産業大臣に対して建議しました。

（2）�一般送配電事業者の収支状況（託送収支）の事後評価等

日本の電力系統を取り巻く事業環境は、人口減少や省エネ

の進展等によって電力需要が伸び悩む一方で、再エネの導入

拡大に伴って系統連系ニーズが高まっており、また、送配電

設備の高経年化への対応が増加する等、大きく変化しつつあ

ります。こうした事業環境の変化に対応しつつ、将来の託送

料金を最大限抑制するため、一般送配電事業者においては、

経営効率化等の取組によりできるだけコストを抑制していく

とともに、再エネの導入拡大や将来の安定供給等に備えるべ

く、計画的かつ効率的に設備投資を行っていくことが求めら

れています。

このような問題意識の下、料金制度専門会合において、一

般送配電事業者の2022年度の収支状況の事後評価及び追加的

な分析・評価を実施しました。

〈料金制度専門会合のとりまとめ内容（概要）〉

①�法令に基づく事後評価

2022年度の当期超過利潤累積額（又は当期欠損累積額）に

ついて、新たな託送料金制度であるレベニューキャップ制

度の導入に伴い、各事業者において2023年4月に新たな託

送料金が適用されていることから、各事業者ゼロとなって

おり、基準に抵触しなかった（ストック管理）。

また、想定単価と実績単価の乖離率について、変更認可

申請命令の発動基準となる一定の比率を超過した事業者は

いなかった（フロー管理）。

東京については、2017年度収支から、ストック管理とフ

ロー管理のそれぞれにおいて、廃炉等負担金を踏まえて他

の一般送配電事業者に比べて厳格な基準が適用されること

となったが、当該基準に達していなかった。

②�追加的な分析・評価

収入面については、節電・省エネ等の影響により電力需

要が想定を下回ったため、沖縄を除く9社において、実績

収入が想定原価（＝想定収入）を下回った。一方、沖縄は、

実績収入の想定収入からの乖離率が、2021年度の＋3.8％か

ら＋5.3％に拡大した。

費用面については、北陸、関西、沖縄の3社において、

実績費用が想定原価（＝想定費用）を上回った。特に、沖縄

は、離島供給に係る燃料費や給料手当等の増加により、2

年連続で想定費用を大きく上回ったが、想定費用からの乖

離率は、2021年度の＋13.8％から＋11.4％に縮小した。

全体的な傾向としては、実績収入が想定収入を下回る

中で、費用のうち、設備関連費は抑制されているものの、

人件費・委託費等が想定費用を上回っている。この結果、

2022年度の託送収支においては、東北、四国、九州を除く

7社で当期超過利潤額がマイナス（当期欠損）となった。

この結果を踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会は、経済

産業大臣に対し、託送供給等約款の変更認可申請を命じるこ

とが必要となる事業者はいなかった旨を回答しました。

（3）�調整力の調達・運用状況の監視及びより効率的な確保等

に関する検討

①�一般送配電事業者が行う公募等の結果の確認

一般送配電事業者によるブラックスタート機能等の公募調

達は、発電事業者等の競争を促すことで、コスト効率的な調

達を実現するための仕組みです。しかし、現状では、ブラッ

クスタート機能等を提供可能な旧一般電気事業者以外の電源

等が多く存在しているとはいい難い状況です。このような状

況を改善し、競争を促進していくためには、透明性のある公

募調達を行うとともに、潜在的な応札者に対して適切な情報

提供を行うことで、発電事業者等の入札参加の拡大を図るこ

とが必要です。

このため、電力・ガス取引監視等委員会は、一般送配電事

業者が行った公募調達等の結果を分析し、旧一般電気事業者

の入札行動に問題となる点がないか、また、一般送配電事業

者による調整力の運用が、容量（kW）価格や電力量（kWh）価

格に基づき適切に運用されているか等について、監視を行い

ました。

こうした中、2022年5月に実施された2026年度向けのブラッ

クスタート機能公募の調達結果を事後確認する中で、入札事

業者の入札価格の算定において考慮すべき卸市場収入が過少

と考えられる案件があり、制度設計専門会合での議論を経て、

当該入札事業者に対し、適切に再算定を行うことを求めるこ

ととしました。その後、2023年度末までに、当該入札事業者

が適切に卸市場収入を再算定し、それを踏まえて契約額を変

更したことを確認しました。

②�2023年度夏季の需給対策（追加供給力（kW）公募）の運用の

事後確認等について

2023年度夏季の需給対策として、総合資源エネルギー調査

会電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会におい

て実施が決定された、追加供給力（kW）公募について、電力・

ガス取引監視等委員会は、調達・運用結果の適切性の事後確

認、今後の検討課題の提示及び調達・精算時の論点整理等を

行いました。

こうした中、2022年度冬季の追加供給力公募の精算時にお

いて、公募要綱の記載における燃料調達費用の精算を巡っ

て、一般送配電事業者と供給力提供事業者の見解が相違する

事案があり、制度設計専門会合での議論を経て、実際に要し

た費用に基づいた精算協議を求めるとともに、今後の課題と

して、費用圧縮の観点から、燃料調達価格の乖離について一

定額精算する等の工夫を公募要綱において記載するよう求め
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ました。こうした求めを踏まえて、2023年度夏季の追加供給

力公募では公募要綱が変更され、燃料価格の変動リスクは応

札事業者の応札価格に盛り込まれず、実費精算されることと

なり、これにより、一般送配電事業者の変動リスクの支払い

が回避されることとなりました。

③�需給調整市場の創設・運用

一般送配電事業者が、電力供給区域の周波数制御や需給バ

ランス調整を行うために必要な調整力を調達するに当たって

は、特定電源への優遇や過大なコスト負担を回避しつつ、実

運用に必要な量の調整力を確保することが重要となります。

このような観点から、一般送配電事業者による調整力の公募

が2016年より実施されており、DR等の調整力も調達される

ようになっています（第361-5-1）。

2017年2月の貫徹小委の「中間とりまとめ」においては、今

後、公募結果を踏まえつつ、需給調整市場の詳細設計を行い、

一般送配電事業者が調整力を市場で調達・取引できる環境を

整備することが適当であるとされました。また、「電力シス

テム改革専門委員会報告書」においても、系統運用者が供給

力を市場からの調達や入札等で確保した上で、その価格に基

づきリアルタイムでの需給調整・周波数調整に利用するメカ

ニズム（リアルタイム市場）を送配電部門の一層の中立化に伴

い導入することが適当であるとされています。

諸外国においても、需給調整市場を開設し、調整力を市場

の仕組みを活用して前週や直前に調達しています。同時に、

欧米では需給調整の広域化にも取り組んでいます。例えば、

欧州は、卸電力市場の広域統合から需給調整市場の広域統合

へとルール・プラットフォームの整備を進めています。

日本においても、再エネの導入が進む中、調整力を効率的

に確保していくことは重要な課題です。また、調整力の公募

は、一部の調整力を除き、各エリアの一般送配電事業者がエ

リア内の調整力のみを調達していますが、効率的に調整力を

調達するためには、エリアを超えて広域的に調整力を確保す

ることも課題となっています。他方、各一般送配電事業者の

システムは、現状において、調整力の広域的な市場調達やそ

の運用を前提として構築されておらず、日々の需給調整に支

障を生じさせずにこうしたシステムの改修や実運用の変更を

進めるためには、ルール検討やシステム構築を慎重に行う必

要があります。

現在、制度検討作業部会や広域機関の委員会において、需

給調整市場の詳細設計が進められており、2021年4月からは、

再エネの予測誤差に対応する調整力（三次調整力②）につい

て、2022年4月からは、実需給断面から1時間に生じる誤差に

対応する調整力の一部（三次調整力①）について、市場取引を

開始しています。2024年4月からは、沖縄エリアを除き、調

整力の公募が終了するとともに、実需給断面から1時間に生

じる誤差に対応するその他の調整力（一次調整力、二次調整

力①、二次調整力②）について、市場取引が開始し、全調整

力商品が需給調整市場での取引に移行しました。また、各一

般送配電事業者のシステム改修に向けた検討や、調整力の広

域運用に向けた準備についても、並行して進められています。

④�需給調整市場の監視及び価格規律のあり方の検討

2021年4月より、需給調整市場において三次調整力②の取

引が開始されましたが、2022年8月に、価格が高い水準で推

移する期間がありました。電力・ガス取引監視等委員会は、

この事象の背景等を確認するため、需給調整市場の参加事業

者に対して入札価格等のデータに関する報告徴収を行った上

で、「需給調整市場ガイドライン」（以下、本項において「ガイ

ドライン」という。）の改定を建議し、2023年3月にガイドライ

ンが改定されました。事前的措置の対象事業者等に対し、改

定されたガイドラインに沿った応札行動を求めた結果、2023

年度における三次調整力②の約定価格は、前年度の水準と比

較して低下しました。

さらに、2022年4月から取引が開始された三次調整力①に

ついては、制度検討作業部会や広域機関の需給調整市場検討

小委員会において、約定量の募集量未達及び応札単価が三次

調整力②と比べて高い水準で推移する期間がある点が指摘さ

れました。これを受けて、電力・ガス取引監視等委員会は、

この事象の背景等を確認するため、事前的措置の対象事業者

等に対して入札価格等のデータに関する報告徴収を行った上

で、2023年4月から同年10月にわたり、制度設計専門会合に

おいて、需給調整市場の価格規律の見直しについてさらなる

議論・検討を行いました。議論・検討の結果、調整力提供事

業者のインセンティブを適切に確保すること等を整理し、こ

の見直しを踏まえたガイドラインの改定について、経済産業

大臣に建議しました。意見募集の後、2024年3月にガイドラ

インの改定が行われました。

（4）�インバランス料金制度の運用状況の監視等

計画値同時同量制度において、小売電気事業者と発電事業

者は、1日を48コマに分割した30分単位のコマごとに、それ

ぞれ需要と発電の計画を策定することとなっています。この

計画と実績のずれ（インバランス）については、一般送配電事

業者が発電事業者等から公募により調達した電源等を用いて

調整を行うことになりますが、その費用については、小売電

気事業者と発電事業者からインバランス料金として回収して

います。このように、インバランス料金は、実需給における

電気の過不足の精算価格となっていますが、同時に卸電力取

引における価格シグナルのベースにもなっています。

このため、電力・ガス取引監視等委員会では、インバラン

※ ｢電源｣は旧⼀電電源、新電⼒電源、DR等

需給調整市場創設前 需給調整市場創設後

各エリアの⼀般送配電事業者が公募により調整
⼒を調達

⼀般送配電事業者がエリアを超えて市場から調
整⼒を調達

⼀般送配電事業者A

公募

電源A 電源A

⼀般送配電事業者B

公募

電源B 電源B

⼀般送配電事業者C

公募

電源C 電源C

電源A

⼀般送配電事業者C⼀般送配電事業者B⼀般送配電事業者A

需給調整市場

電源A

電源B

電源B

電源C

電源C

エリアA エリアC

エリアA

エリアB エリアC
エリアB

(調整⼒公募)

【第361-5-1】需給調整市場の概要

資料：経済産業省作成
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ス料金の動きを監視し、その動きが合理的でない可能性があ

る場合には、その原因等を分析しました。また、一般送配電

事業者におけるインバランス料金単価の誤算定事案について

は、再発防止策を着実に実施するとともに、関係事業者との

精算に当たっては真摯に対応するよう、指導を行いました。

なお、業務改善勧告に至るような事案はありませんでした。

また、制度設計専門会合において、インバランス料金制度

における需給ひっ迫時の補正インバランス料金の上限値に関

して議論・検討を行い、2024年度は引き続き暫定的な措置と

して200円/kWhを適用し、2025年度以降は別途検討すること

としました。

（5）�託送料金制度に係る制度等の運用・検討

①�レベニューキャップ制度の運用

2020年6月にエネルギー供給強靱化法が成立し、新たな託

送料金制度である「レベニューキャップ制度」が、2023年度よ

り導入されることとなりました。レベニューキャップ制度と

は、収入の見通しを定期的に承認し、その範囲内で託送料金

を設定するという制度です。2022年度中に一般送配電事業者

から申請のあった内容について、資源エネルギー庁及び電力・

ガス取引監視等委員会において厳格な審査を実施し、その後、

経済産業大臣により認可等がなされたことを踏まえ、2023年

4月より、レベニューキャップ制度に基づく新たな託送料金

が適用されました。

レベニューキャップ制度では、エネルギー政策の変更その

他のエネルギーを巡る諸情勢の変化等を目的とした申請で

あって、外生的要因により、収入の見通しの算定に当たって

予見できない費用の増減が規制期間において生じる等、関連

省令等に沿った申請である場合には、規制期間中における収

入の見通しの調整（期中調整）が認められています。そうした

中、2023年9月に、電気事業法第17条の2第4項に基づき、各

一般送配電事業者から経済産業大臣に対して、第一規制期間

（2023〜2027年度）の収入の見通しの変更承認申請（期中調整

申請）が行われました。電力・ガス取引監視等委員会は、経

済産業大臣から意見の求めがあったことから、第48回及び第

49回料金制度専門会合（2023年10月及び同年11月開催）、第471

回及び第476回電力・ガス取引監視等委員会（同年10月及び同

年11月開催）において議論を行いました。そして、経済産業

大臣に回答した結果を踏まえ、同年11月に、経済産業大臣に

より収入の見通しの変更の承認がなされました。

その後、第一規制期間の収入の見通しの変更が承認された

こと、2024年度からの発電側課金の導入に向けて発電側課金

単価の設定及び需要側託送料金単価の見直しが必要であるこ

とを踏まえ、2023年12月に、電気事業法第18条第1項に基づき、

各一般送配電事業者から経済産業大臣に対して、託送供給等

約款の変更認可申請が行われました。電力・ガス取引監視等

委員会は、経済産業大臣から意見の求めがあったことから、

第51回及び第52回料金制度専門会合（同年12月及び2024年1月

開催）、第479回・第481回・第484回電力・ガス取引監視等委

員会（2023年12月及び2024年1月開催）において議論を行いまし

た。そして、経済産業大臣に回答した結果を踏まえ、2024年

1月に、経済産業大臣により託送供給等約款の変更認可申請

の認可がなされました。

②�送配電効率化・計画進捗確認ワーキンググループの運用

レベニューキャップ制度が導入されるに当たり、各一般送

配電事業者には、効率化計画を含む事業計画を着実に実施し

ていくことが求められており、その達成状況は、本制度にお

ける重要な評価事項となっています。そのため、各一般送配

電事業者が投資計画を進めるに当たって、経営効率化に向け

た進捗が図られているか等を確認する目的で、電力・ガス取

引監視等委員会は、2023年1月に、料金制度専門会合の下に、

「送配電効率化・計画進捗確認ワーキンググループ」を設置し

ました。同年5月に開催した第1回のワーキンググループでは、

各一般送配電事業者の効率化の取組等に係る検証のポイント

について整理を行い、その後、同年8月から2024年2月に開催

した第2回〜第4回のワーキンググループでは、部門や主要設

備ごとの効率化の取組等について議論を行いました。また、

送配電ネットワークの形成に関わる関係企業等へのヒアリン

グも実施しました。

③�発電側課金の導入

発電側課金は、系統を効率的に利用するとともに、再エネ

の導入拡大に向けた系統増強を効率的かつ確実に行うため、

小売事業者が全て負担している送配電設備の維持・拡充に必

要な費用について、需要家とともに系統利用者である発電事

業者にも一部の負担を求めることで、より公平な費用負担と

するものとして、議論を進めてきました。

発電側課金の円滑な導入に向けた検討を進め、第47回大量

導入小委員会（2022年12月開催）等において、既認定FIT/FIP

（発電側課金の導入年度の前年度の入札で落札した場合及び

再エネ海域利用法において2023年度までに公募を開始した場

合を含む）については調達期間等が終了してから発電側課金

の対象とすること、新規FIT/FIPについては調達価格等の算

定において考慮すること、非FIT/卒FITについては事業者の

創意工夫（相対契約等）の促進及び円滑な転嫁の徹底を行うこ

ととしたほか、揚水発電や蓄電池のkWh課金については、揚

水発電・蓄電池を経由した際の発電側課金の負担に鑑み、他

の電源との公平性の観点から免除することとしました。また、

2023年2月には、総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業

分科会電力・ガス基本政策小委員会の「今後の電力政策の方

向性について中間とりまとめ」において、発電側課金を2024

年度に導入する方針を決定しました。

この方針を踏まえ、2023年4月に、電力・ガス取引監視等

委員会は、制度設計専門会合において、発電側課金の導入に

向けた詳細設計を「発電側課金の導入について中間とりまと

め」としてとりまとめ、発電側課金の導入・運用に関して、

経済産業大臣へ建議しました。

その後、省令改正等が行われ、2023年12月には、一般送配

電事業者が、発電側課金単価の設定等が必要であることを踏

まえ、経済産業大臣に対し、託送供給等約款の変更認可申請

を行いました。この申請においては、託送料金の約1割弱が
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発電側課金で回収されることとなり、電源が送配電設備の整

備費用に与える影響を課金額に反映させる割引制度等が新た

に盛り込まれました。これらの申請内容については、経済産

業大臣から電力・ガス取引監視等委員会に対して意見の求め

があり、電力・ガス取引監視等委員会で審査を実施し、経済

産業大臣に回答した結果を踏まえ、2024年1月に、経済産業

大臣により託送供給等約款が認可されました。

（6）�自由化の下での財務会計面での課題解決に向けた取組

2016年4月の電力小売全面自由化以降、総括原価方式によ

る料金規制の撤廃に伴い、電気事業の財務・会計上の特性に

も変化が生じました。このため、電力分野の自由化を進める

に当たっては、これらの制度変更に伴う課題として、一般の

事業においては問題とならないような点、例えば、制度変更

により事後的に費用が増大する場合の対応費用をどのように

回収するか等が課題となりえます。このため、財務・会計制

度や負担のあり方について、具体的な措置の検討・審議を行

うため、貫徹小委の下に「財務会計ワーキンググループ」を開

催し、小売全面自由化の下での原子力事故に係る賠償への備

えに関する負担や廃炉に係る会計制度のあり方に関する議論

を行い、2017年2月に結果をとりまとめました。

このとりまとめで示された方向性を踏まえ、財務会計面で

の課題解決に向け、2017年10月及び2018年4月に制度改正を実

施しました。

①�原子力事故に係る賠償への備えに関する負担のあり方

東京電力福島第一原子力発電所の事故後、原子力事故に

係る賠償への備えとして、従前から存在していた「原子力損

害の賠償に関する法律（昭和36年法律第147号）」に加えて、新

たに「原子力損害賠償・廃炉等支援機構法（平成23年法律第94

号）」が制定されました。現在、同法に基づき、原子力事業者

が毎年一定額の一般負担金を「原子力損害賠償・廃炉等支援

機構」に納付しています。

原子力損害の賠償に関する法律の趣旨に鑑みれば、本来、

こうした万一の際の賠償への備えについては、東京電力福島

第一原子力発電所事故以前から確保されておくべきでした

が、政府は何ら制度的な措置を講じておらず、事業者がそう

した費用を料金原価に算入することもありませんでした。従

来、総括原価方式の下で営まれてきた電気事業においては、

一般の事業と異なり、将来的な費用増大リスクを見込んだ自

由な価格設定を行うことはできず、料金の算定時点において

合理的に見積もられた費用以外を料金原価に算入することは

認められていませんでした。これは、規制料金の下では、全

ての需要家から均等に費用を回収することとなるため、同じ

電気を利用した需要家間では不公平は生じないということを

前提として、その電気を利用した時点で現に要した費用（合

理的に見積もられた費用）のみ料金原価への算入を認める、

という考え方に基づいています。

しかし、2016年4月に電力小売事業が全面自由化され、新

電力への契約切替により、一般負担金を負担しない需要家が

増加することとなりました。そうした中、賠償への備えを小

売料金のみで回収するとした場合、過去に安価な電気を等し

く利用してきたにもかかわらず、原子力事業者から契約を切

り替えた需要家は負担せず、引き続き原子力事業者から電気

の供給を受ける需要家のみが全てを負担していくことになり

ます。

こうした需要家間の格差を解消し、公平性を確保するため

には、これまで全ての需要家が等しく受益していた賠償への

備えについて、全ての需要家が公平に負担することが適当で

あり、また、そうした措置を講ずることが福島の復興にも資

するものとの考えに立ち、負担のあり方について、貫徹小委

で検討を進めました。その結果、回収する金額の規模は、現

行の一般負担金の算定方法を前提とすることが適当と考えら

れ、現在の一般負担金の水準をベースに1kW当たりの単価を

算定した上で、これを前提に、2010年度までの日本の原子力

発電所の毎年度の設備容量等を用いて算出した金額から、回

収が始まる前の2019年度末時点までに納付した又は納付する

ことになると見込まれる一般負担金の合計額を控除した約

2.4兆円としました（第361-5-2）。

回収方法については、電源構成に占める原子力の割合が供

給区域ごとに異なる一方で、賠償への備えの負担は、過去の

原子力の電気の利用に応じて行うべきものであることや、現

状、一般負担金は小売規制料金に含まれ、供給区域ごとに異

なる水準となっていること等を踏まえると、賠償への備えを

国民全体で負担するに当たっては、特定の供給区域内の全て

の需要家に一律に負担を求める託送料金の仕組みを利用する

ことが適当と考えられました。

こうした検討を踏まえ、東京電力福島第一原子力発電所事

故以前から確保されておくべきであった賠償への備えを託送

料金で回収する仕組みを可能とする制度改正（電気事業法施

行規則の改正）を2017年9月に実施し、2020年4月に施行しま

した。

なお、留意点として、本来、発電部門の原価として回収さ

れるべき賠償への備えについて、託送料金の仕組みを通じて

広く全ての需要家に負担を求めるに当たっては、その額の妥

当性を担保する措置を講ずるとともに、個々の需要家が自ら

の負担を明確に認識できるよう、指針等を通じて、小売電気

事業者に対し、需要家の負担の内容を料金明細票等に明記す

る措置を講じることとされました。また、原子力に関する費

用について、託送料金の仕組みを通じた回収を認めることは、

結果として、原子力事業者に対し、他の事業者に比べて相対

的な負担の減少をもたらすこととなります。そのため、競争

上の公平性を確保する観点から、原子力事業者に対しては、

【第361-5-2】全ての需要家から公平に回収する賠償への備え
のイメージ

資料：経済産業省作成
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例えば、原子力発電から得られる電気の一定量を小売電気事

業者が広く調達できるようにする等、一定の制度的措置を講

じることとしています。

②�東京電力福島第一原子力発電所の廃炉の資金管理・確保の

あり方

東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に必要な資金につい

ては、東京電力が負担することが原則であり、東京電力にグ

ループ全体で総力を挙げて捻出させる必要があるとの考え方

の下、「国民負担増とならない形で廃炉に係る資金を東京電

力に確保させる制度」について、2016年10月に、東京電力改革・

1F問題委員会から国に対して検討要請がなされました。

この要請を踏まえ、東京電力福島第一原子力発電所の廃炉

の円滑かつ着実な実施を担保するため、長期間にわたり必要

となる巨額の資金の管理を担保する制度として、事故炉の廃

炉を行う原子力事業者（事故事業者）に対し、廃炉に必要な資

金を原子力損害賠償・廃炉等支援機構に積み立てることを義

務づける等の措置を講じることを内容とする「廃炉等積立金

制度」を2017年10月より開始しています。

また、発電・送配電・小売に分社化されている東京電力に

おいて、グループ全体で総力を挙げて捻出する資金が自由化

の下でも確実に廃炉に充てられるための制度として、東京電

力パワーグリッド（送配電部門）が親会社である東京電力ホー

ルディングスに対して支払う東京電力福島第一原子力発電所

の廃炉費用相当分について、超過利潤として扱われないよう、

費用側に整理して取扱われるようにするとともに、乖離率の

計算に際しては、実績単価の費用の内数として扱われるよう

にする制度的措置を2018年3月に実施しました。

その後、新たな託送料金制度である「レベニューキャップ

制度」が2023年4月から導入されていますが、過去の廃炉費用

相当分の実績値を踏まえた上で、必要な金額を収入上限に算

入することを可能としています。これにより、事故後の送配

電事業の経営合理化分を、引き続き、東京電力福島第一原子

力発電所の廃炉費用に充てることを可能とし、廃炉に要する

資金を確実に確保することとしています。

③�廃炉に関する会計制度の扱い

（ア）�廃炉会計制度

従前の電気事業会計制度の下では、廃炉に伴う資産の残存

簿価の減損等により、一時に巨額の費用が生じることで、事

業者が合理的な意思決定をできず廃炉判断を躊躇する、事業

者の廃炉の円滑な実施に支障をきたす、との懸念がありまし

た。このため、2013年と2015年に、設備の残存簿価等を廃炉

後も分割して償却（負担総額は変わらないが、負担水準を平

準化）する会計制度が措置されました。こうした制度整備を

受けて、2015年に5基、2016年に1基の原子炉について、廃炉

決定が行われています。

廃炉会計制度は、計上した資産の償却費が廃炉後も着実に

回収される料金上の仕組みがあわせて措置されることを前提

としており、現在は小売規制料金により費用回収することが

認められています。したがって、現在は経過的に措置されて

いる小売規制料金が将来的に撤廃されることを見据えた場

合、今後もこの制度を継続するには、着実な費用回収を担保

する措置を講ずることが不可欠です。この点について、2015

年3月の総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会電

気料金審査専門小委員会廃炉に係る会計制度検証ワーキング

グループの報告書「原発依存度低減に向けて廃炉を円滑に進

めるための会計関連制度について」においては、競争が進展

した環境下においても制度を継続させるためには、「着実な

費用回収を担保する仕組み」として、総括原価方式の料金規

制が残る送配電部門の託送料金の仕組みを利用することとさ

れました。

制度創設の経緯・趣旨を踏まえれば、廃炉会計制度は、原

発依存度低減というエネルギー政策の基本方針に沿って措置

されたものとして、本制度を継続することが適当であるとさ

れました。本制度を継続するために必要となる着実な費用回

収の仕組みについては、小売規制料金が将来的に撤廃される

ことから、自由化の下でも規制料金として残る託送料金の仕

組みを利用することが妥当と考えられます。

こうした検討を踏まえ、廃炉を行う際の設備の残存簿価等

について、引き続き小売料金での償却等を認め、2020年4月

以降に託送料金での回収を可能とする制度改正（電気事業会

計規則等の改正）を2017年10月に実施しました。なお、発電・

送配電・小売の各事業が峻別された自由化の環境下におい

て、発電に係る費用の回収に託送料金の仕組みを利用するこ

とは、原発依存度低減や廃炉の円滑な実施等のエネルギー政

策の目的を達成するために講ずる例外的な措置と位置づけら

れるべきと考えられます。

（イ）�原子力発電施設解体引当金

原子炉の運転期間中に廃炉に必要な費用を着実に積み立て

るため、原子力事業者には、毎年度、原子力発電所1基ごと

の廃止措置に要する総見積額を算定し、経済産業大臣の承認

を得た上で、各原子炉の発電実績に応じ、原子力発電施設解

体引当金（以下「解体引当金」という。）として積み立てること

が義務づけられています。解体引当金は、東京電力福島第一

原子力発電所事故以降、原子力発電所の長期にわたる稼働停

止が続き、従来の生産高比例法では引当が進まないといった

課題が生じたことから、2013年に引当方法を定額法に変更す

るとともに、引当期間を運転期間40年に廃炉後の安全貯蔵期

間10年を加えた原則50年に変更する制度改正が行われ、今後、

競争が進展した環境下でも本制度を継続し、廃炉後の安全貯

蔵期間中も引当を継続させるためには、廃炉会計制度と同様、

費用回収が着実に行われる仕組みが必要となっています。

その引当期間については、事業者が負担するという原則に

立てば、着実な費用回収が前提となる安全貯蔵期間に入る

前、すなわち、廃炉前に引当を完了していることが、廃炉を

円滑に実施する観点からより適切な制度のあり方であり、原

則50年としている引当期間を原則40年に短縮することとしま

した。

しかし、引当期間の見直しを行った場合、2013年の制度改

正以降に廃炉を決定し、解体引当金の残額を10年間に分割し
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た引当を現在行っているものや、今後早期廃炉するものにつ

いては、解体引当金の未引当分を一括して引き当てる必要が

生じます。しかし、制度の事後的な変更により事業者の財務

に影響を与えることは適当でないことに加え、こうした費用

の発生が早期廃炉を志向する事業者の判断を歪めてしまうよ

うなこととなれば、廃炉会計制度の趣旨にも反することにな

ります。そのため、2013年の制度改正以降に廃炉を決定した

ものや、今後早期廃炉するものに限り、廃炉に伴い一括して

計上することが必要となる費用を廃炉会計制度の対象とする

ことで、一括して発生する費用を分割して計上する仕組みと

することとしました。

解体引当金の基礎となる原子力発電所の解体に必要な費用

については、1985年及び1999年の総合資源エネルギー調査会

原子力部会において示された算定式に基づき、毎年度、物価

変動や廃棄物量の変動を加味し、炉ごとに総額（総見積額）を

算定しています。この算定式は、原子力部会において技術的

な検討を行った結果として導き出されたものであり、その前

提に大きな変更はないことから、現時点で合理的に見積もる

ことできる費用が不足なく含まれているものと評価できま

す。一方で、この算定式は、モデルとなるプラントの廃炉工

程を前提としたものであるため、今後、個々のプラントにお

いて廃止措置を実施していく過程等で、例えば、多数の炉が

設置されている原子力発電所では、設備の共有等による効率

化等により、総見積額の見直しが必要となりえます。こうし

たことを踏まえ、自由化の下でも廃炉に必要な費用があらか

じめ確実に確保されるよう、個別の炉・発電所ごとに固有の

事情（規制変更等により算定式の前提を大幅に変更する必要

がある場合を除く）が生じた場合に、当該事象を速やかに総

見積額に反映させることが可能となる仕組みを導入すること

が必要と考えられます。ただし、総見積額の妥当性を確保す

るため、これまでと同様に、総見積額を経済産業大臣が承認

する仕組みとすることとしました。

これらの検討を踏まえ、引当期間を原則40年することに加

えて、2013年の制度改正以降に廃炉を決定したものや今後早

期廃炉するものに限り、廃炉に伴い一括して計上することが

必要となる費用を廃炉会計制度の対象とする等の制度改正

（解体引当金省令の改正）を2018年4月に実施しました。

その後、2023年5月に成立し、2024年4月に施行されたGX脱

炭素電源法により、「原子力発電における使用済燃料の再処

理等の実施に関する法律（平成17年法律第48号）」が改正され、

使用済燃料再処理機構が行う業務に、廃炉に必要となる資金

の管理等の廃炉推進業務が追加されたことから、原子力発電

施設解体引当金制度は廃止されました。

第 2節
ガスシステム改革及び熱供給システム
改革の促進

1．�ガスシステム改革の概要

2015年6月に成立した「電気事業法等の一部を改正する等の

法律（平成27年法律第47号）」に基づき、2017年4月1日に、ガス

小売全面自由化等のガスシステム改革が実施されました。ガ

スシステム改革の実施に当たっては、総合資源エネルギー調

査会基本政策分科会ガスシステム改革小委員会（2013年11月

から2016年6月にかけて計33回開催）、総合資源エネルギー調

査会電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会（2016

年10月と2017年2月の計2回開催）、産業構造審議会保安分科会

ガス安全小委員会（2014年6月から2017年3月にかけて計16回開

催）、同小委員会ガスシステム改革保安対策ワーキンググルー

プ（2015年7月から2016年5月にかけて計6回開催）及び電力・ガ

ス取引監視等委員会等において、随時議論がなされてきまし

た。

ガスシステム改革は、①天然ガスの安定供給の確保、②ガ

ス料金の最大限の抑制、③利用メニューの多様化と事業機会

の拡大、④天然ガスの利用方法の拡大の4つを主な目的とし

ており、2017年4月以降も、資源エネルギー庁と電力・ガス

取引監視等委員会のそれぞれにおいて、さらなる市場活性化

のための検討を進めています。

その後、2022年4月1日には、大手ガス事業者の導管部門の

法的分離等が行われました。

2．�ガスの小売全面自由化の進捗状況

（1）�ガス小売事業者の登録

ガス小売事業については、2016年8月から事前登録申請の

受付が開始され、2024年3月末までに、「ガス事業法（昭和29

年法律第51号）」に基づくガス小売事業者として、100者が登

録されています（みなしガス小売事業者及び事業譲渡により

ガス小売事業者に登録された者を除く）。このうち、都市ガ

スネットワークに参入し、一般家庭へ供給（予定を含む）して

いるのは、41者となっています（第362-2-1）。

ガス小売事業者の登録に当たっては、資源エネルギー庁及

び電力・ガス取引監視等委員会が、「ガスの使用者の利益の

保護のために適切でないと認められる者」に該当しないか等、

法令に則ってそれぞれ審査を行っています。

なお、電気事業法等の一部を改正する等の法律の経過措置

により、旧一般ガス事業者から203者、旧簡易ガス事業者か

ら1174者が、ガス小売事業者となりました。

（2）�新規ガス小売事業者の用途別販売量割合及び件数

電力・ガス取引監視等委員会の「ガス取引報」によると、ガ

ス小売全面自由化後から、新規ガス小売事業者によるガス販

売量の割合も増加傾向にあります。2023年9月末時点のガス
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販売量における新規ガス小売事業者の割合を見ると、全体で

は19.5％となっています。用途別に見ると、家庭用や工業用

において増加傾向が見られます（第362-2-2）。

また、新規ガス小売事業者による用途別販売件数としては、

家庭用が最も多くなっています（第362-2-3）。

（3）�経過措置料金規制の対象地域の指定解除

ガス小売全面自由化に伴い、ガスの小売供給に関する料金

規制は原則撤廃されましたが、LPガスやオール電化等を含

めた競争が不十分であると認められた供給区域及び供給地点

については、需要家利益の保護の観点から、経済産業大臣が

指定を行い、経過措置として料金規制を継続しています。た

だし、指定を受けた供給区域及び供給地点（以下「指定旧供給

区域等」という。）の競争状況は、3か月に一度の事業者報告に

より、経済産業大臣が継続して把握することとしており、競

争が十分であると認められた供給区域については、指定を解

除することとしています。

ガス小売全面自由化に先駆けて、2016年11月には、総合資

源エネルギー調査会基本政策分科会ガスシステム改革小委員

会等の議論を受けて策定された指定基準に基づき、旧一般ガ

ス事業者の供給区域等のうち12区域等、旧簡易ガス事業者の

供給地点のうち1,730供給地点を、指定旧供給区域等として指
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【第362-2-2】ガス販売量における新規ガス小売事業者の割合
の推移

資料：電力・ガス取引監視等委員会「ガス取引報」を基に作成
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【第362-2-3】新規ガス小売事業者のガス販売件数の推移（用途別）

資料：電力・ガス取引監視等委員会「ガス取引報」を基に作成

・河原実業 ※１
・レモンガス ※１
・サイサン ※１
・イワタニ⻑野
・赤間商会
・ガスパル ※１
・クリーンガス⾦沢
・有限会社ファミリーガス
・有限会社神崎ガス工業
・エネックス ※１
・三ツ輪商会
・藤森プロパン商会
・日東エネルギー ※１
・九石プロパンガス
・宮崎商事
・いちたかガスワン ※1
・丸新
・エルピオ ※1
・有限会社久富商店

ＬＰガス事業者（32者）

・朝日ガスエナジー
・岩谷産業
・三菱ケミカル
・テツゲン
・仙台プロパン
・ネクストエネルギー
・上越エネルギーサービス
・東京ガスエンジニアリングソリューションズ
・北陸天然⽡斯興業
・合同資源
・鈴与商事
・鈴興
・甲賀エナジー
・エアウォーター⻄日本
・エネクスフリート（小倉興産エネルギーから事業承継）
・熊本みらいエル・エヌ・ジー
・日本製鉄
・プログレッシブエナジー
・りゅうせき ※１

旧大口ガス事業者※２（19者）

・ＥＮＥＯＳ ※１
・石油資源開発
・ＩＮＰＥＸ
・三愛オブリ
・南遠州パイプライン
・東北天然ガス
・エネロップ
・筑後ガス圧送

旧ガス導管事業者※３（8者）

・東京ガス ※１
・日本ガス ※１

旧一般ガス事業者（5者）

・東北電⼒
・東京電⼒エナジーパートナー ※１
・中部電⼒ミライズ ※１
・関⻄電⼒ ※１
・四国電⼒
・九州電⼒ ※１
・北海道電⼒ ※１

電気事業者（7者） その他の事業者（29者）
・豊富町
・ファミリーネット・ジャパン ※１
・エバーグリーン・マーケティング（イーレックス
から事業承継） ※１
・レジル ※１
・ＣＤエナジーダイレクト ※１
・関電エネルギーソリューション
・PinT ※１
・エフビットコミュニケーションズ ※１
・エクスゲート（イーエムアイから事業承継） ※１
・ＣＳエナジーサービス
・びわ湖ブルーエナジー ※１
・島原Gエナジー ※１
・ひむかエルエヌジー
・アースインフィニティ ※１
・ＪＥＲＡ
・グローバルエンジニアリング ※１
・Ｔ＆Ｔエナジー ※１
・東京エナジーアライアンス ※１
・ミツウロコグリーンエネルギー ※１
・伊藤忠エネクス
・エコログ ※１

（注１）旧一般ガス事業者及び旧簡易ガス事業者のうち、みなしガス小売事業者は除く。
（注２）事業譲渡の場合は除く。
※１都市ガスネットワークに参入し一般家庭への供給を実施又は予定している小売事業

者（旧一般ガス事業者の場合は、他の都市ガスネットワークに参入し一般家庭への供給
を実施又は予定している者）。

※２旧大口ガス事業者 年間ガス供給量 10万㎥以上の大口需要家へのガスの供給を⾏う
者で、一般ガス事業者、簡易ガス事業者、ガス導管事業者に該当する者を除いた者

※３旧ガス導管事業者 自らが維持し、及び運用する特定導管により、卸供給及び大口供
給の事業を⾏う者のうち、一般ガス事業者や簡易ガス事業者に該当する者を除いた者

・⻄部ガス佐世保 ※１
・⻄部ガス⻑崎 ※１
・⻄部ガス熊本 ※１

・共和石油販売株式会社
・宮古ガス
・ダイプロ大分販売
・関⻄ガス
・新⾒ガス
・静清ガス ※１
・有限会社永田石油ガス ※1
・有限会社ながた ※1
・福原プロパン
・グッドライフエネルギー
・福島堀川ガス販売
・新居浜エルピーガス販売事業
協同組合
・南国殖産株式会社

・百一酸素 ※１
・四国セントラルエナジー
・ストエネ ※１
・新居浜ＬＮＧ
・⻄部ガステクノソリューション
・フォーバルテレコム
・ＥＮＥＯＳ Ｐｏｗｅｒ※１
・晴海エコエネルギー

【第362-2-1】ガス小売事業者の登録状況（2024年3月末時点）

資料：経済産業省作成
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定しました。その後、解除基準を満たした場合には解除を行っ

ており、2023年12月末現在においては、旧一般ガス事業者の

供給区域のうち4区域、旧簡易ガス事業者の供給地点のうち

783供給地点が指定されています（第362-2-4）。

料金規制を解除するに当たっては、解除基準を満たしてい

るかという点に加え、適正な競争関係が確保されていると認

められない事由がないかという点についても確認しながら、

総合的に判断することとしていますが、旧一般ガス事業者の

供給区域については、他の燃料や他のガス小売との競合の進

捗が見られていないこと等の理由により、引き続き指定を

行っています。

3．�ガス事業制度検討ワーキンググループにおけ
る議論

資源エネルギー庁は、2018年9月に、総合資源エネルギー

調査会電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会の

下に、「ガス事業制度検討ワーキンググループ（ガスWG）」を

設置しました。ガスWGは、2017年4月から始まったガス小売

全面自由化の成果が一定程度見られる中、「エネルギー基本

計画」や「規制改革実施計画」において一部継続検討課題とさ

れていたテーマを踏まえつつ、ガスシステム改革のさらなる

推進に向けて、ガス事業制度のあり方について専門的な見地

から詳細な検討を進めることを目的としています。2023年度

はガスWGを7回開催し、都市ガスのカーボンニュートラル化

に向けた議論等を行いました。

○�都市ガスのカーボンニュートラル化

2050年カーボンニュートラル実現に向けては、多様な手段

を追求しながら、ガスの脱炭素化を進めていく必要がありま

す。このため、ガスWGでは、これらの多様な手段について、

現状や技術開発等の動向を整理するとともに、海外の動向も

確認しながら、日本の都市ガスのカーボンニュートラル化を

推進していくための今後の方策等について幅広く検討を行っ

ています。

具体的には、2023年6月にとりまとめた「都市ガスのカーボ

ンニュートラル化について 中間整理」において、今後の検討

の方向性を示すとともに、2023年11月に開催したガスWGか

らは、都市ガス分野のカーボンニュートラル化に向けて、本

格的な市場創出・利用拡大につなげるための適切な規制・制

度のあり方についての検討を進めています。

4．�ガス小売市場・卸売市場に関する取組

（1）�小売取引の監視等

①�各種相談への対応

電力・ガス取引監視等委員会は、相談窓口を設置し、ガス

の需要家等から寄せられた相談に対応し、質問への回答やア

ドバイス等を行っています。2023年4月〜2024年3月における

相談件数は462件でした。本相談において、不適切な営業活

動等に係る情報があった場合には、事実関係を確認し、必要

な場合にはガス小売事業者に対する指導等を行いました（第

362-4-1）。

また、2023年5月に消費者庁と連名でガスの勧誘例等に関

する注意喚起を行ったほか、2024年3月には経済産業省のX（旧

Twitter）を活用し、電気・ガスの契約前の注意点を周知する

等、消費者に対して情報提供を行いました。

②�ガス小売事業者に対する指導の例

ガス小売事業者のA社は、2020年10月頃から2021年12月頃

までの間、一定の条件を満たさなければ需要家に付与されな

いポイント相当分が含まれていたにもかかわらず、あたかも

A社にガスの小売供給契約の契約先を切り替えるだけで、当

該ポイント相当分の金額を含めて「おトク」になるかのような

広告を行い、需要家の誤解を招く情報提供を行っていました。

当該情報提供によって自社のサービスに需要家を誘導するこ

とは、需要家の誤認に基づく選択を招きかねず、また、ガス

小売事業者間の公正な競争を阻害するおそれがあります。

このため、電力・ガス取引監視等委員会は、A社に対し、

ガスの適正な取引の確保を図るため、所要の改善措置を実施

するように指導を行いました。

③�旧一般ガスみなしガス小売事業者に対する監査

2017年4月にガス小売全面自由化を実施した際、競争が不

十分であると認められた地域については、経過措置として、

【第362-2-4】指定旧供給区域等一覧（旧一般ガス事業者の供給
区域等）

資料：経済産業省作成
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【第362-4-1】相談窓口への相談件数（ガス）の推移

資料：経済産業省作成
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小売規制料金を存続させることとされました。電力・ガス取

引監視等委員会は、「電気事業法等の一部を改正する等の法

律（平成27年法律第47号）」附則第22条第4項の規定により、な

おその効力を有するものとされた同法第5条の規定による改

正前のガス事業法第45条の2の規定に基づき、旧一般ガスみ

なしガス小売事業者（4社）に対して、2022年度監査を実施し

ました。

監査の結果、電気事業法等の一部を改正する等の法律附則

第37条第1項の規定に基づく旧一般ガスみなしガス小売事業

者に対する勧告及び電気事業法等の一部を改正する等の法律

附則第38条第1項の規定に基づく経済産業大臣への勧告を行

うべき事項は認められませんでした。

④�変更登録手続に関する制度的対応

電力・ガス取引監視等委員会は、2023年7月14日に経済産

業大臣が旧一般電気事業者等5社に対して業務改善命令を発

出した事案（詳細は前節に記載）に関連して、全ての旧一般電

気事業者に対し、「域外進出のこれまでの状況」及び「今後の

域外進出の障害として認識している事項」について報告を求

める等を行い、同年9月及び同年10月の制度設計専門会合に

おいて、営業活動や電源調達に関して検討を実施しました。

これを踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会は、2024年2

月に、ガス小売事業に係る変更登録手続が営業活動へのブ

レーキ等につながることを避けるため、例えば、最大ガス需

要の増加にあわせてガスの供給能力も増加する場合等、ガス

事業を行う上で支障がないと考えられる場合については、変

更登録の対象外として届出とする等の対応に係る所要の制度

的措置を図るよう、経済産業大臣に建議しました。

⑤�公正取引委員会による中部電力等及び東邦ガスに対する排

除措置命令及び課徴金納付命令等

2024年3月4日に、公正取引委員会は、中部電力及び中部電

力ミライズに対し、当該2社及び東邦ガスが独占禁止法第3条

（不当な取引制限の禁止）の規定に違反する行為を行っていた

として、独占禁止法の規定に基づき、排除措置命令及び課徴

金納付命令を行いました。また、同日に、公正取引委員会は、

中部電力ミライズ、東邦ガス及びシーエナジーに対し、独占

禁止法第3条（不当な取引制限の禁止）の規定に違反するおそ

れがある行為を行っていたものとして、警告を行いました。

当該各事案に関連して、電力・ガス取引監視等委員会は、

同日に、中部電力ミライズ、東邦ガス及びシーエナジーに対

し、ガス事業法及び電気事業法の規定に基づく報告徴収等を

行いました。

（2）�ガスの小売規制料金の原価算定期間終了後の事後評価及

び特別な事後監視

ガスの小売料金については、2017年4月に自由化されたも

のの、競争が不十分であると認められた地域については、需

要家利益の保護の観点から、経済産業大臣が指定を行い、ガ

スの小売規制料金の経過措置を存続しています（指定旧供給

区域等の指定）。これらの経過措置が講じられているガスの

小売規制料金については、原価算定期間の終了後に、毎年度

事後評価を行い、利益率が必要以上に高いものとなっていな

いか等を経済産業省において確認し、その結果を公表するこ

ととなっています。

また、ガスの小売規制料金の経過措置が課されない又はガ

スの小売規制料金の経過措置が解除されたガス小売事業者の

うち、旧供給区域等における都市ガス又は簡易ガスの利用率

が50％を超える事業者を対象として、当該旧供給区域等の料

金水準について報告徴収を行い、ガス小売料金の合理的でな

い値上げが行われていないかを確認する特別な事後監視を

行っています。

①�ガスの小売規制料金の原価算定期間終了後の事後評価

経過措置が講じられているガスの小売規制料金について

は、原価算定期間の終了後に、毎年度事後評価を行い、利益

率が必要以上に高いものとなっていないか等を経済産業省に

おいて確認し、その結果を公表することとなっています。

2023年11月、電力・ガス取引監視等委員会は、経済産業大

臣及び経済産業局長からの意見聴取を受けて、料金制度専門

会合において、原価算定期間が終了している旧一般ガスみ

なしガス小売事業者3社（東邦ガス、日本ガス及び南海ガス）

について、「電気事業法等の一部を改正する等の法律附則に

基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等（20170329資第

5号）」第2（8）④に基づく評価及び確認を行い、その結果をと

りまとめました。

〈料金制度専門会合のとりまとめ内容（概要）〉

審査基準のステップ1（ガス事業利益率による基準）では、

個社の直近3か年度平均の利益率が、4社の10か年度平均の

利益率を上回る事業者は、南海ガスの1社でした。

審査基準のステップ2（超過利潤累積額による基準/自由

化部門の収支による基準）では、南海ガスは、2022年度末

の超過利潤累積額が一定水準額を下回っており、また、自

由化部門の収支が直近2年連続赤字とはなっていませんで

した。

上記を踏まえ、原価算定期間の終了後に料金改定を行っ

ていない旧一般ガスみなしガス小売事業者3社について、

審査基準に基づく評価を実施した結果、変更認可申請命令

発動の要否の検討対象となる事業者はいませんでした。

今回、2022年度の事後評価の対象となった旧一般ガスみ

なしガス小売事業者3社について、現行料金に関する値下

げ認可申請の必要があるとは認められませんでした。

この結果を踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会は、経済

産業大臣及び経済産業局長に対し、経過措置が講じられてい

るガスの小売規制料金の値下げ認可申請の必要があると認め

られる事業者はいなかった旨を回答しました。

②�ガス小売料金の特別な事後監視

第29回総合資源エネルギー調査会基本政策分科会ガスシス
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テム改革小委員会（2016年2月）において、ガスの小売規制料

金の経過措置が課されない又はガスの小売規制料金の経過措

置が解除されたガス小売事業者のうち、旧供給区域等におけ

る都市ガス及び簡易ガス利用率が50％を超える事業者につい

ては、特別な事後監視として、ガス小売料金の合理的でない

値上げが行われないよう、当該供給区域等の料金水準（標準

家庭における1か月のガス使用量を前提としたガス小売料金）

を、3年間監視することと整理されました。これを受けて、

電力・ガス取引監視等委員会では、これらの事業者の家庭向

けの標準的な小売料金について、定期的に報告を受け、料金

改定の状況等を確認しています。

この結果、2023年4月〜2024年3月においては、文書指導に

至った事業者はいませんでした。

③�ガス小売経過措置料金規制に係る指定旧供給区域等の指定

の解除

2020年11月11日、旧一般ガスみなしガス小売事業者である

東京ガス・大阪ガス・東邦ガス（以下「対象3社」という。）に係

る指定旧供給区域等の解除に関して必要と考えられる事項に

ついて、経済産業大臣から電力・ガス取引監視等委員会に対

し、意見の求めがあったところ、同年12月21日の電力・ガス

取引監視等委員会において、経済産業大臣への意見回答内容

について審議されました。電力・ガス取引監視等委員会での

審議の結果、指定の解除を行うためには、対象3社より以下

の意思表明がなされている必要があるものとされました。

〈電力・ガス取引監視等委員会での結論〉

●�他の事業者から、ガス製造に係る業務（熱量調整や付臭

等の一部工程に係る業務を含む。以下同じ。）の委託の依

頼があった場合には、設備余力がない等の理由がない限

りは、それを受託する。特に、既にガス製造に係る業務

の委託契約を締結している事業者がその業務の継続を希

望する場合には、やむを得ない理由がない限りは、それ

を継続する。

●�他の事業者から、ガスの卸供給の依頼があった場合には、

供給余力がない等の理由がない限りは、これを行う。

●�「スタートアップ卸」について、旧一般ガスみなしガス小

売事業者の小売事業との競争性を確保できる価格水準で

都市ガスを調達できる環境を整備し、新規参入を支援す

るために開始された趣旨を踏まえ、利用実績が上がるよ

う、積極的に取り組む。この際、卸価格の設定に当たっ

ては、「旧一般ガスみなしガス小売事業者の標準メニュー

の最も低廉な小売料金から一定の経費を控除し算定した

上限卸価格の下で、卸元事業者と利用事業者が個別に卸

価格を交渉する」ものとされていることを踏まえ、他の

事業者からの求めに応じて誠実に交渉を行い、対応する。

注）�この記載にある「設備余力がない等の理由」、「供給余力

がない等の理由」とは、それぞれ、「設備余力がない」、「供

給余力がない」に準ずる客観的かつ合理的な事由を指し

ています。なお、コストを下回る等、経済合理的でな

い価格水準での他の事業者の依頼に応じることまでを

求めるものではありません。

その後、対象3社による指定旧供給区域等小売供給に係る

指定旧供給区域等の指定の解除に際して、競争上必要な取組

について、全社から真摯に対応する旨の意思表明がなされた

ため、2021年4月28日の総合資源エネルギー調査会電力・ガ

ス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会において、「電気

事業法等の一部を改正する等の法律（平成27年法律第47号）」

附則第22条第2項の規定に基づき、東京ガス及び大阪ガスの

指定旧供給区域等小売供給に係る指定旧供給区域等の指定の

解除について、了承されました。なお、東邦ガスについては、

同社がガス等の取引に関して、公正取引委員会による調査を

受けていることを踏まえ、同社の指定旧供給区域等小売供給

に係る指定旧供給区域等の指定の解除については、調査結果

等が明らかになった後に、解除可否を判断することとされて

います。

2021年5月14日、東京ガス及び大阪ガスの供給区域におけ

る経過措置料金規制の指定の解除について、経済産業大臣か

ら電力・ガス取引監視等委員会に対して意見の求めがあり、

電力・ガス取引監視等委員会での審議の結果、同年5月31日に、

当該意見の求めに対して、解除に異存ない旨の意見を回答し

ました。その後、東京ガス及び大阪ガスの指定旧供給区域等

の指定は、電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第22

条第2項の規定に基づき、同年10月1日付で解除されました。

これ以降、電力・ガス取引監視等委員会は、毎年4月頃を

目途に、対象3社によって意思表明された内容が適切に実施

されているかについて、各社の取引状況を監視し、意思表明

との関係で問題となりうる行為が確認された場合には、改善

を求め、指導を行う等しています。

5．�ガス導管分野に関する取組

（1）�一般ガス導管事業者等に対する監査

電力・ガス取引監視等委員会は、ガス事業法第170条の規

定に基づき、一般ガス導管事業者、特定ガス導管事業者及び

ガス製造事業者（以下、本項において「一般ガス導管事業者等」

という。）257社（ライセンス数）に対して、2022年度監査を実

施しました。

2021年度監査では、前年度と比べると指摘事項の件数は減

少したものの、本省及び地方経済産業局所管事業者ともに、

省令の理解不足又は単純ミスによる配賦計算誤り等の指摘事

項があったことから、2022年度監査においても、主な重点監

査項目として、引き続き、託送供給収支に係る配賦計算誤り

等による間違いがないかについて、「託送供給収支」を重点的

に確認しました。また、2022年4月より、一定規模以上の一

般ガス導管事業を分社化するとともに、全ての一般ガス導管

事業者及び特定ガス導管事業者に対して、行為規制に基づく

体制整備等を行うこととされました。さらに、親会社等が、

一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業者に対して差別的

取扱いを要求すること等が禁止されたことにより、これらが
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適切に実施されているか等について、「託送供給等に伴う禁

止行為・体制整備等」を重点的に確認しました。

監査の結果、ガス事業法第178条第1項の規定に基づく一般

ガス導管事業者等に対する勧告及びガス事業法第179条第1項

の規定に基づく経済産業大臣への勧告を行うべき事項は認め

られませんでしたが、69事業者に所要の指導を行いました。

●指摘事項の内訳

指摘事項 件数
①約款の運用等に関する監査 2
②財務諸表に関する監査 6
③託送供給収支に関する監査 74
④�託送供給等及びガス受託製造に伴う禁止行
為に関する監査

─

⑤体制整備等に関する監査 32
合　　　計 114

（2）�ガス導管事業者の収支状況等の事後評価

一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業者（託送供給約

款を定める必要がないものとして経済産業大臣の承認を受け

た者を除く。以下、本項において「ガス導管事業者」という。）

は、事業年度ごとに託送収支計算書を作成・公表することと

されており、その超過利潤累積額が一定額を超過した場合又

は乖離率がマイナス5％を超過した場合には、経済産業大臣

が、託送料金の値下げ申請を命令できることとされています。

このため、2023年11月1日付で、経済産業大臣及び各経済産業

局長等から電力・ガス取引監視等委員会に対し、ガス導管事

業者の2022年度収支状況の確認について、意見の求めがあり

ました。これを踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会は、料

金制度専門会合において、法令に基づく事後評価（ストック

管理・フロー管理）を実施するとともに、追加的な分析・評

価を行い、2024年2月に、その結果をとりまとめました。

事後評価の結果、対象事業者147社のうち2社（ENEOSエル

エヌジーサービス、大津市）については、2022年度終了時点

における超過利潤累積額が、変更命令の発動基準となる一定

水準額を超過していました。また、7社（由利本荘市、東海ガ

ス（下仁田地区）、魚沼市、館林瓦斯、福山ガス、山口合同ガ

ス、筑後ガス圧送）については、2022年度終了時点における

想定単価と実績単価の乖離率が、変更命令の発動基準となる

マイナス5％を超過していました。

これらの事業者のうち、現行の託送供給約款料金の水準維

持の妥当性について合理的な説明がなされたため、変更命令

の対象外とした福山ガスを除き、期日までに託送供給約款の

料金改定の届出が行われない場合、経済産業大臣及び所管の

経済産業局長から変更命令を行うことが適当である旨、電力・

ガス取引監視等委員会は、経済産業大臣及び各経済産業局長

等に対し、意見を回答しました。

なお、2023年12月末日又は2024年3月末日が料金改定の期

日とされていた事業者については、託送料金の改定の届出が

行われたことを確認しました。

6．�ガス安全小委員会における議論

ガスの小売全面自由化が行われ、新たなガス小売事業者の

参入が開始されたことから、ガス小売事業者の保安水準の維

持・向上を図る施策の検討を産業構造審議会保安・消費生活

用製品安全分科会ガス安全小委員会において実施しました。

ガス小売事業者の自主保安活動の特徴的な取組をホームペー

ジでわかりやすく紹介し、消費者が保安面で優れているガ

ス小売事業者を選択することを支援する「見える化」制度を、

2017年度に構築しました。2023年度も、経済産業省のホーム

ページで各ガス小売事業者の自主保安活動を公表し、ガス小

売事業者の保安水準の向上を後押ししました。

7．�熱供給システム改革の概要

熱供給システム改革は、電力・ガスシステム改革とあい

まって、熱電一体供給も含めたエネルギー供給を効率的に実

施できるようにするため、2013年11月に総合資源エネルギー

調査会基本政策分科会の下に設置された「ガスシステム改革

小委員会」において、熱供給事業のあり方等が検討・審議さ

れ、2015年6月の「電気事業法等の一部を改正する等の法律（平

成27年法律第47号）」の成立を受けた後は、熱供給システム改

革を着実に進めていく上で必要な実務的な課題を含めた具体

的な制度設計について議論が行われました。

2016年4月に実施された熱供給システム改革では、許可制

としていた熱供給事業への参入規制を登録制とするととも

に、料金規制や供給義務等を撤廃し（ただし、他の熱源の選

択が困難な地域では、経過措置として料金規制を継続）、熱

供給事業者に対し、需要家保護のための規制（契約条件の説

明義務等）を課しました。

熱供給システム改革の実行により、事業環境の整備が行わ

れ、エネルギー市場における垣根の撤廃や異業種からの参入

が促進されることで、電力・ガスシステム改革が一体的に推

進されることが期待されています。

8．�熱供給分野に関する取組

他の熱源の選択が困難であるとして、経過措置としての料

金規制が継続されている指定旧供給区域において、熱料金の

値上げ改定を行う場合には、経済産業大臣による指定旧供給

区域熱供給規程の変更認可が必要となります。2023年度には、

経済産業大臣に対して、3事業者3区域について、エネルギー

価格の高騰等を背景とした指定旧供給区域熱供給規程の変更

認可の申請があり、電力・ガス取引監視等委員会で審査の上、

熱料金の値上げ改定が認可されました。


